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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.6%

3

8 10

0

0 134,745

0

予算額

7 6

件

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

127,505

視察で得た知見に基づく議会での質疑の実施

議会運営に対する改善策等への反映

5年度 6年度

2

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 1 議会費 項 1

部局名 議会事務局 課室名 議会事務局

件

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

議会運営

議会費

事業名

庶務担当・議事調査担当

6

枝番号

事業の対象 議員

事業の目的

活動概要

市民の代表として議員活動を行うため

議員活動に必要な費用（報酬、職員手当等、共済費、旅費等）及び調査研究に係る運営費、特別委員会運営全般に係る弁護

士への法律相談、助言等の謝礼費用など。

委託先

予算事業コード 1002001

7 6

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

件

議会費

他市行政視察随行件数

目標像

0

0

127,505

133,231

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

7,240

一般財源

（１）政策に対する先進地視察

　先進地視察を通じて、議員が現在の和光市の政策に対しての課題、改善点などを把握することができ、それを本会議・委員会

などを通じて、理事者に対して提言することにより、政策への反映や改善を促し、議会としての政策立案機能の向上、課題認識

の共有を図ることができ、議会全体だけでなく、理事者も含めた課題認識の深化と改善策の検討に寄与した。

（２）議会運営に対する先進地視察

　議会改革を行うにあたり、先進地視察を実施し、先進地で実際に行われた取組の詳細や、取組を行った上で実際に生じた課

題、問題点等について先進地から共有を受けたことで、和光市における課題等についてもより明確となり、議会改革の更なる検

討・推進に寄与した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

133,231

千円 0

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

議員活動に必要な費用及び調査研究に係る運営費については、その都度運用を確認し、適宜見直しを図りながら運用して

いる。

A

議会運営は公的性質が強く、市が事務局として担うことが制度上適切であるため。

理由 議会は公的性質が強いことから、議事運営等を民間に委ねることはできないため。

公共性

理由 その都度運用を確認しており、大幅な削減はできない。ICT活用などで効率化の余地はある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 実施方法の見直しなどにより、効率化・精度向上の可能性はある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他自治体議会との情報交換や先進事例の共有により、議会運営の改善を図る。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

69.3%

68 68

0

0 987

0

予算額

64 64

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

684

定例会での一般質問回数

5年度 6年度

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 1 議会費 項 1

部局名 議会事務局 課室名 議会事務局

回

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

議会事務局運営

議会費

事業名

庶務担当

6

枝番号

事業の対象 職員

事業の目的

活動概要

議会に関する事務に従事するため

事務局運営に関する事務を円滑かつ適正に執行するため、随行旅費やコピー機等借上料を予算計上するもの。

地方自治法第１３８条第７項

委託先

予算事業コード 1003001

7 6

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

件

議会費

他市行政視察随行件数

目標像

0

0

684

967

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

303

一般財源

（１）政策に対する先進地視察

　先進地視察を通じて、議員が現在の和光市の政策に対しての課題、改善点などを把握することができ、それを本会議・委員会

などを通じて、理事者に対して提言することにより、政策への反映や改善を促し、議会としての政策立案機能の向上、課題認識

の共有を図ることができ、議会全体だけでなく、理事者も含めた課題認識の深化と改善策の検討に寄与した。

（２）議会運営に対する先進地視察

　議会改革を行うにあたり、先進地視察を実施し、先進地で実際に行われた取組の詳細や、取組を行った上で実際に生じた課

題、問題点等について先進地から共有を受けたことで、和光市における課題等についてもより明確となり、議会改革の更なる検

討・推進に寄与した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

967

千円 0

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

業務内容を適宜見直しし、事務局運営に関する事務を円滑かつ適正に執行していく。

A

議会運営は公的性質が強く、市が事務局として担うことが制度上適切であるため。

理由 議会運営は公的性質が強く、市が事務局として担うことが制度上適切であるため。

公共性

理由 その都度運用を確認しており、大幅な削減はできない。ICT活用などで効率化の余地はある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 実施方法の見直しなどにより、効率化・精度向上の可能性はある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他自治体議会との情報交換や先進事例の共有により、議会運営の改善を図る。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている







   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

83.3%

100

64 68

0

0 4,320

0

予算額

64 64

100%

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

17

8年度

3,600

定例会での一般質問回数

報告書作成件数、公開率

5年度 6年度

100

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 1 議会費 項 1

部局名 議会事務局 課室名 議会事務局

回

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

政務活動費

議会費

事業名

100

庶務担当

18

枝番号

事業の対象 議員

事業の目的

活動概要

議員の資質向上のため

議員の資質向上に資するため、議員の調査研究、その他の活動に必要な経費（研究費、調査旅費、調査研究等のための資料

作成費、資料購入費、広報費、広聴費、人件費、事務所費）の一部として議員個人に対して交付している。

地方自治法第１００条第１４項から第１６項

委託先

予算事業コード 1003100

11 17

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

人

議会費

先進地視察や研修会などに参加した議員数

目標像

0

0

3,600

4,080

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

720

一般財源

・政策形成への寄与

調査・視察・研修等を通じて得られた知見を議会活動に反映し、一般質問や委員会審査の質を高めることで、市政課題の把握と

政策提案の充実に寄与した。

・議員の能力向上

研修参加や先進事例の調査により、議員の知識・スキルが向上し、議会としての政策立案機能の強化につながった。

・市民への説明責任の履行

活動報告書や広報物の作成・公開を通じて、市民に対して議員活動の内容と成果を明確に示し、透明性の向上と信頼確保に貢献

した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

4,080

千円 0

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

AIなどの先進技術などにより、より実用的なツールができているが、現在のマニュアルではその支出基準を網羅できてい

ないため、時代のニーズにあったマニュアルに改正する必要が出てきている。

A

政務活動費は条例に基づき議員個人に交付される公費だから

理由 政務活動費は条例に基づき議員個人に交付される公費だから

公共性

理由 交付額は条例で定められいる

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 投入コストに対して得られる効果が低い

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

政務活動費は条例に基づき交付されるものであり、使途基準が異なるため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.6%

－ －

－ －

50

97,481 105,877

0

予算額

－ － －

－件 －

21,294千円

0

7年度 7年度

委託理由

5

8年度

96,938

電話交換の接遇に対するクレーム件数

総合案内の接遇に対するクレーム件数

5年度 6年度

－

千円 103,742

90,777

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

9

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

件 －

専門性を有する業務のため。

単位

・一般廃棄物等収集処理業務 ・資源ごみ収集運搬業務 ・電話交換業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

総務業務

一般管理費

事業名

－

庶務管財担当

5

枝番号

事業の対象 来庁者、近隣住民、職員

事業の目的

活動概要

庁舎内の各所管課の事務事業運営が円滑に進められる環境となっている。

庁舎内の事務事業運営に必要な日常業務（郵便業務、一般廃棄物や資源ごみの回収等）を行う。

なし

委託先

予算事業コード 1005001

5 5 5

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

1計画の推進について

回 5

総務管理費

エコオフィス推進委員会の開催

目標像

0

7

96,988

112,927

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

8,889

一般財源

来庁者や電話の相手方に対して、丁寧に対応することができた。

会計年度職員

業務内容

・総務業務　　　　・郵便業務

・当直業務

・総合案内業務

会計年度職員数（パートタイム） 人

27,390

8 9

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

26,161

93,554 90,827

0 0人

50

21,100

50

-

112,977

千円 93,504

執行率

50



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

B

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

直接雇用が難しくなってきているので、事業によっては業務委託も考えていきたい。

B

民間が実施主体として適切な場合もあるので、調査研究をしていきたい。

理由 制度上、問題なければ民間でも提供可能である。

公共性

理由 機械等で代替できるものについては、随時、変更していきたい。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務プロセスの改善を意識し、業務に取り組んでいく。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

効率化を意識し、機会をとらまえて実施する。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

人材確保が困難となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

73.0%

－ －

－ －

0

12,268 16,283

0

予算額

－ － －

－件 －

6,259千円

0

7年度 7年度

委託理由

400

8年度

11,891

集中管理車両による事故件数

庁用車運転手による事故件数

5年度 6年度

－

千円 9,501

9,883

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

2

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

件 －

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

庁用車管理

一般管理費

事業名

－

庶務管財担当

400

枝番号

事業の対象 職員

事業の目的

活動概要

庁用車を集中管理し、庁用車利用の適正化、合理化が達成されている。

庁用車運転手による運転業務や庁用車の管理を行う。

和光市庁用車管理規程

委託先

予算事業コード 1005003

－ 552 360

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

2計画の推進について

件 －

総務管理費

集中管理車両利用件数

目標像

0

2

11,891

20,754

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

4,392

一般財源

無事故で年度を終えることができた。

会計年度職員

業務内容
総合管理車両等の運転及び庁用車の管理に関すること

会計年度職員数（パートタイム） 人

9,962

2 2

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

7,725

8,253 9,883

0 0人

0

5,054

0

-

20,754

千円 8,253

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

C

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

庁用車の適切利用の啓発を行うことにより、コスト削減につなげたい。

A

費用面で市が実施主体となった方がよい。

理由 民間でも十分可能だが、費用面で直接雇用がよいと考える。

公共性

理由 庁用車総数の見直し

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 適切な庁用車利用の啓発を行うことによる、コスト意識を喚起する。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業の性質上、連携・統合は考えられない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

庁用車の適切利用の啓発を行うことにより、コスト削減につなげる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.7%

0

380 381

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

380

下記のとおり

5年度 6年度

3

千円 438

378

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 資産戦略課

3 3

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

公共施設保全業務

一般管理費

事業名

維持管理担当

6

枝番号

事業の対象 公共施設（庁舎、学校、保育施設、文化・体育施設など）の市所有施設管理職員及び施設利用市民

事業の目的

活動概要

公共施設の安全性・機能性を確保し、市民サービスの安定的提供と維持管理コストの最適化を図ることを目的とする。

「和光市公共施設総合管理計画」に基づき、施設の計画的な保全を実施し、将来的な財政負担の平準化を目指す。

なし

委託先

予算事業コード 1005005

3 5 6

件 2 3

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

件

6

11

総務管理費

市有建築物に係る営繕関連業務　工事監督

市有建築物に係る営繕関連業務　設計協議等

目標像

0

0

380

380

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1

一般財源

■市施設管理者職員対象に公共建築物の保全・維持管理に関する営繕勉強会を実施

・参加人数　３２名

■市有建築物に係る営繕関連業務内訳

・令和7年度工事監督　５件（和光市消防団第3分団車庫改修工事等）

・令和7年度設計協議等６件（白子コミュニティセンター空調機・換気設備更新工事設計業務委託等）

■学校包括管理業務委託（契約期間：令和６年４月１日～令和１１年３月３１日）

令和６年度の効果検証を令和７年度に実施した。結果として複数の効果が確認された。

①市内事業者の受注率が向上し、地域経済の循環に寄与した。

②巡回（月２回）点検の実施により不具合の早期発見が可能となり、結果として修繕費の総額は維持しつつ、件数を増やすこと

ができ、予防保全が進んだ。

③軽易な修繕の内製化やコールセンターとの連携による24時間体制の緊急対応により、教職員・市職員の事務負担が軽減し、他

業務に従事する時間の確保ができた。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

427 378

0 0人

0

0

0

-

380

千円 427

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

学校施設で得られた効果を踏まえ、今後は学校以外の公共施設への包括管理導入の可能性を検討する。

特に、点検・修繕の一元化やデータ共有の仕組みを他施設にも展開することで、予防保全の推進や管理水準の向上、事務

負担の軽減が期待できる。また、施設管理者との調整プロセス（所管課・財政課等との情報共有や優先順位付け、予算調

整など、保全業務を全庁的に進めるための一連の調整業務）の標準化や情報共有体制の強化を進め、全庁的な保全体制の

確立を図る。

A

公共施設の安全確保および資産価値維持は行政の基本的責務であり、市が主体となって実施すべき業務であ

る。

理由
公共施設の保全は、市民の安全確保および公共資産の維持という行政固有の役割であり、民間企業が主体と

なって提供することは困難である。点検・修繕等の実務は民間委託が可能であるものの、総合的な管理・判断

は行政が担う必要があり、市が実施主体となることが適切である。

公共性

理由
公共施設保全業務のコストは僅少で削減余地は小さいが、市全体として計画的保全や複数施設の一括発注等に

より、維持管理コスト削減が期待できる可能性がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
包括管理委託の活用や市施設管理者との調整や情報共有の標準化を進め、勉強会を実施して理解度を高めた。

これにより修繕判断の精度向上と調整時間の短縮につながる業務改善を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

所管課・包括管理業者・財政課との連携により、市全体の保全業務を効率化している。また、施設管理者向け

勉強会の実施など、情報共有の強化を進めており、他部局との連携による事業規模の最適化が図られている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

学校施設では包括管理により予防保全の推進や事務負担の軽減などの効果が確認されている一方、学校以外の施設では包

括管理が未導入であり、点検・修繕が所管課ごとの個別対応となっている。このため、データの分散や対応水準のばらつ

きが生じ、全庁的な保全体制の統一が進みにくいことが課題の原因となっている。また、所管課間で保全知識や運用ルー

ルに差があることも、調整負担の増大につながっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

73.5%

181,500 177,684

60 90

0

4,238 2,910

0

予算額

33 65 60

200,000回 －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

4

8年度

2,140

市長と話そう！みらいトーク参加者人数

市長公式Instagram閲覧数

5年度 6年度

100,000

130

千円 2,954

2,621

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 秘書広報課

人 21

104 130

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

秘書業務

秘書費

事業名

200,000

秘書広聴担当

6

枝番号

事業の対象 市長、副市長及び広聴業務に係る市民

事業の目的

活動概要

市長、副市長の本務を補佐し、その庶務を行い、対外関係を円滑に導くことを目的とする。

・市長、副市長のスケジュール管理　・関係各課、各種団体等との連絡調整　・面会者、来客者の対応　・配車調整

・市長会等に係る事務　・公務等に必要な資料の準備　・後援申請事務　・広聴業務

なし

委託先

予算事業コード 1006001

2 3 4

件 146 186

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

5計画の推進について

回

92

2

総務管理費

市長と話そう！みらいトーク実施回数

市長公式Instagram投稿件数

目標像

0

0

2,140

3,050

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

770

一般財源

●市長と話そう「ワクワクわこうトーク」（※R5年度に「ふれあい茶“和”会」から改名）

　　・R5年度　総合福祉会館（13名）、埼玉県立和光国際高校（8名）

　　・R6年度　北子育て世代包括支援センター（17名）、和光市立広沢小学校（地域学校協働活動支援メンバー16名）

●市長と話そう！みらいトーク（※R7年度に「ワクワクわこうトーク」から改名）

　・中央公民館（13名）、オンライン（27名）、高齢者福祉センターゆうゆう（25名）

●R7年度広聴業務

　　・要望・陳情書　41件

　　・市長への提案　168件

※市長公式Instagram投稿件数の目標値は、週に2件投稿を目標としています。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

1,898 2,621

0 0人

0

0

0

-

3,050

千円 1,898

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

事業の目的を達成しているため、継続して業務に取り組む。

市長挨拶文の作成などコモンズAI等を活用し、効率化が図られている。

また、AIの活用など、今後も改善できる部分は改善し業務効率をあげていきたい。

A

市長の公務は行政の固有事務であり、市が責任主体である。

理由 行政内部情報を扱うため外部では馴染まない。

公共性

理由 必要最低限のコストで実施しているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 紙媒体からデータでの情報共有へ移行し、チャットツール等を活用して情報伝達の効率化を図っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市長の公務に関わる業務のため、他の機関との統合はほとんどない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

紙媒体で取り扱うものが多いため、引き続きどのような工程でペーパーレス化を進めるかが課題

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

423 353

0 0人

0

0

0

-

371

千円 423

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

542

371

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

4

一般財源

１．和光市表彰

令和７年度につきまして、３０件の表彰を行いました。

　⑴自治功労　７名　　　　　　⑵文化功労　２名

　⑶教育功労　５名　　　　　　⑷スポーツ功労　３名

　⑸産業功労　６団体　　　　　⑹建設功労　１名

　⑺社会福祉功労　４名　　　　⑻保健福祉功労　１名

　⑼篤志功労　１名

２．和光市市制施行５５周年記念特別表彰

市制施行以来、本市政の進展に顕著な功績を挙げたものの表彰を和光市市制施行５５周年記念特別表彰として、和光市表彰と合わせて式典を実

施。２４件の表彰を行いました。

　⑴自治功労　４名　３団体　　　　　　⑵文化功労　３団体

　⑶スポーツ功労　２団体　　　　　　　⑷建設功労　１名　１団体

　⑸社会福祉功労　７名　　　　　　　　⑹交通安全功労　１団体

　⑺消防功労　１名　　　　　　　　　　⑻環境保全功労　１団体

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1007001

43 36 30

件 － 2

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

6計画の推進について

件

－

47

総務管理費

和光市表彰推薦件数

市民栄誉賞推薦件数

目標像

0 枝番号

事業の対象 市民、市内団体

事業の目的

活動概要

多大なご功績をあげられた方々を表彰し、市の発展向上に資することを目的とする。

市行政及び教育の振興に協力し、顕著な業績があり、他の模範として推奨に値する者を表彰する。

和光市表彰規程

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

表彰業務

秘書費

事業名

－

秘書広聴担当

30

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 秘書広報課

件 36

－ -

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

30

8年度

542

和光市表彰受賞件数

市民栄誉賞受賞件数

5年度 6年度

－

－

千円 494

353

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

36 30 30

-件 －

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.3%

2 －

30 30

0

354 546

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

各課からの表彰候補者漏れのない確実な推薦が課題。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

事業の目的を達成しているため、継続して業務に取り組む。

A

市の振興発展に資するため、優れた功績、業績等に値するものを市が表彰するため

理由 市の表彰に民間サービスは適さないため

公共性

理由 必要最低限の予算で実施しているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 他課の表彰と併せて表彰式を執り行うことで、業務効率を図っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

すでに他課の表彰と併せて表彰式を執り行っているため。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.9%

600 600

0

385 385

0

予算額

548 680 600

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

7

8年度

354

掲示板利用件数

5年度 6年度

千円 385

359

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 秘書広報課

回 -

専門的技術やノウハウを活用し、安全で確実な修繕を行うため

単位

広報掲示板修繕

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 3

掲示板管理

広報広聴費

事業名

シティプロモーション担当

7

枝番号

事業の対象 市民

事業の目的

活動概要

行政情報を地域住民へ広く伝える情報板、各地域の情報提供・交換・発信する場として設置している。

公共の利益となる各種行事や事業の案内を掲示するため、基準を設けており、申請時に基準を確認後、掲示許可を出す。

掲示板に掲示できるよう、毎年、掲示板の劣化状況を確認し、掲示板の修繕を行う。

なし

委託先

予算事業コード 1008005

4 8 7

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

7計画の推進について

回 3

総務管理費

掲示板修繕

目標像

0

0

354

385

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

31

一般財源

市ホームページで掲示板利用の申請について案内し、掲示板利用申請件数は680件であった。多くの市民に活用いただき、地域の

情報発信、取得の場として親しまれている。

市内すべての掲示板を巡回して撮影し、掲示板の状況を把握。市民からの情報とあわせて優先順位を付けて、優先度が高い掲示

板7か所を修繕した。

掲示板利用者が多く、効果的に利用してもらうため、掲示期間が過ぎたら剝がしてもらうよう案内しており、掲示板は常に利用

され掲示されている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

328 359

0 0人

0

0

0

-

385

千円 328

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

市民の情報発信、取得手段として、令和８年度５月にシティプロモーション特設サイトを新たに開設。令和８年度以降、

紙、デジタル媒体それぞれの特性をいかした市民、市民団体主体の情報発信の場の充実を推進するとともに、周知、認知

度及び利用率の向上に取り組む。

A

広報掲示板の管理・運営については市が主体である

理由 行政情報を市民に届けるのは市が主体であるが、一部民間でも提供可能である。

公共性

理由 官民連携事業をすすめるほか、修繕についても、材質を変更するなどしてコスト縮減をはかっている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 官民連携によりWEB媒体の掲示板開設を進めつつ、申請手続きの電子化など、さらなる業務改善の余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

デジタル化や外部委託と内製での管理・運営のバランスを見直し、より効率的な体制を検討している。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

利用者の掲示することの負担軽減と手続きの簡素化・充実した広報活動の支援が課題であり、申請手続きの電子化ができ

ていないこと、電子媒体で市民の活動を広報するための人的体制が整っていないため。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

96.5%

25 5

0

9,071 31,851

0

予算額

27 21 21

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

2

8年度

20,982

採用者数

5年度 6年度

千円 9,285

7,899

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 職員課

人 30

事業の実施及び運用に必要な一部の技術やノウハウを市で所有していないため。

単位

職員採用試験業務委託、管理監督職昇任試験業務委託、勤怠管理等システム導入業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 4

人事管理

人事管理費

事業名

人事給与担当

1

枝番号

事業の対象 職員

事業の目的

活動概要

職員の採用、昇任等について適正な人事管理を行い、公務能率の維持、向上を図るとともに、人事・給与、勤怠についてシ

ステム管理を行い、職員が職務に専念できる環境整備を行う。

職員採用試験業務、管理監督職候補者選考試験業務、人事給与システム運用業務、勤怠管理等システム導入等業務

地方公務員法

委託先

予算事業コード 1009001

3 4 2

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

8計画の推進について

回 3

総務管理費

職員採用試験実施回数

目標像

0

0

30,725

11,938

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,126

一般財源

職員の退職補充、職員定数の充足に向けて職員採用を行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

8,483 7,899

0 0人

0

0

9,743

-

11,938

千円 8,483

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

質の高い行政サービスを提供する組織体制の構築に向けて、引き続き職員が職務に専念できる環境整備を行っていく。ま

た、今後もシステム等を活用し、勤怠管理の適正化推進や、事務改善についても見直しを検討していく。

市の職員採用であるため、実施主体が市であることは適切である。

理由 一部の事務を除き（コスト面では増額となるが）委託することは可能である。

公共性

理由 募集する職種・人材等による採用手法の変化により削減もある程度あり得る。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 受験者数の変動や募集職種等によっては、採用手法を変える余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

業務の性質上、連携・統合することが適当でないため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.4%

420 420

0

3,660 3,672

0

予算額

418 411 420

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

25

8年度

3,614

互助会体育事業参加人数（全2回合計）　※

5年度 6年度

千円 3,570

3,638

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 職員課

人 420

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 4

職員福利厚生

人事管理費

事業名

厚生研修担当

28

枝番号

事業の対象 全職員

事業の目的

活動概要

職員が安心して仕事に専念し、職員の仕事に対する意欲が向上することを目的とする。

互助会事業、職員表彰、被服貸与等

地方公務員法第４２条

委託先

予算事業コード 1010001

29 33 34

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

9計画の推進について

人 33

総務管理費

職員表彰

目標像

0

0

3,614

3,718

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

58

一般財源

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

3,425 3,638

0 0人

0

0

0

-

3,718

千円 3,425

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

職員福利厚生事業は、職員が安心して仕事に専念できる環境の整備や職員の仕事に対する意欲の向上等に寄与するもので

あることから、事業を継続します。

事業の実施対象は職員であり、実施主体は市（職員互助会）が適切であるため。

理由
職員が主体的に事業を実施することで職員相互の交流を図ることができ、福利の増進につながることから、市

（職員互助会）による実施が適切なため。

公共性

理由 市（職員互助会）により実施しており、事業の委託等を行っておらず、削減の余地がないため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業の内容や実施方法については、理事会及び評議員会において、毎年度検討しているため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業の実施対象は職員であり、市（職員互助会）による単独実施が適切であるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

87.3%

93 90

100 100

0

8,638 9,442

0

予算額

94 93 100

100％ 92

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

3

8年度

8,245

定期健康診断・人間ドック受診率

ストレスチェック受検率

5年度 6年度

100

1

千円 9,564

7,943

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 職員課

％ 94

医療機関や専門事業者でなければ、実施できない業務であり、委託による実施が適切であるため。

1 1

単位

・職員健康診断等委託　・メンタルヘルス等相談業務委託・ストレスチェック等業務委託　・職場巡視施設測定業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 4

職員健康管理

人事管理費

事業名

100

厚生研修担当

3

枝番号

事業の対象 全職員

事業の目的

活動概要

職場の安全衛生を推進し、職員の健康管理に努めることにより、職員が安心して公務に臨めるようにする。

①産業医・メンタルヘルス相談・ストレスチェックの実施　②衛生委員会を中心とした安全衛生推進事業の実施

③健康診断等の実施　④人間ドック受診助成　⑤公務災害補償

労働安全衛生法、地方公務員災害補償法

委託先

予算事業コード 1010002

4 3 3

回／週 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

10計画の推進について

回

1

3

総務管理費

和光市庁舎・和光市みなみ保育園衛生委員会開催

ノー残業デー周知（PC上ポップアップ通知）

目標像

0

0

8,245

9,279

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,197

一般財源

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

7,781 7,943

0 0人

0

0

0

-

9,279

千円 7,781

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

職員健康管理の各事業は、職員の健康を守り、公務の円滑な遂行に寄与するものであることから、事業を継続します。

衛生委員会の実施などについては、事業主である市に実施が義務付けられているため。

理由 健康診断の実施などについては、医療機関等専門事業者による実施が適切であるため。

公共性

理由 民間による実施が適切なものについては、複数事業者に見積書を徴収し、選定しているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 衛生委員会を一部書面開催にするなど、業務プロセスの改善を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業の実施対象は職員であり、事業所単位で実施することが適切であるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

78.0%

60 60

0

2,702 2,116

0

予算額

61 80 60

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

3

8年度

1,651

職員課主催研修実施コース数

5年度 6年度

千円 2,528

2,033

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 職員課

コース 64

研修効果を高めるため、豊富な実績と専門知識を有する事業者に委託して実施するため。

単位

キャリアデザイン研修、ハラスメント防止研修、身だしなみ研修

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 4

職員研修

人事管理費

事業名

厚生研修担当

3

枝番号

事業の対象 全職員

事業の目的

活動概要

職員一人ひとりが、能力や可能性を最大限に発揮できるようにする。また、職員の資質向上により、行政サービスにおける

市民満足度の向上につなげていく。

①一般研修（階層別研修、専門的な内容を学ぶ研修）

②派遣研修　③職場研修（OJT研修）　④自主研修

地方公務員法第３９条

委託先

予算事業コード 1010003

3 3 3

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

11計画の推進について

回 3

総務管理費

職員研修運営協議会開催

目標像

0

0

1,651

2,875

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

465

一般財源

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

1,552 2,033

0 0人

0

0

0

-

2,875

千円 1,552

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

職員研修を通じて、職員がその業務に必要な知識や技術を習得することは、職員の資質向上に寄与するものであることか

ら、事業を継続します。

事務手続等一部の研修については、市の職員である内部講師による実施が適切なため。

理由 専門的な研修等一部の研修については、民間事業者の講師による実施が適切なため。

公共性

理由 民間による実施が適切なものについては、複数事業者に見積書を徴収し、選定しているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 研修の内容や実施方法について、研修運営協議会において、毎年度検討しているため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他の公的機関の動画研修に切り替えるなど、一部の研修については効率化の可能性があるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

76.9%

622,881 627,000

0

2,455 5,739

0

予算額

－ 207,627 200,000

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

20

8年度

4,416

文書管理システムの導入によるコピー用紙の削減額

5年度 6年度

100

千円 2,196

2,370

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

円 －

１　大量の文書を保管する施設を有していないため

２　大量の文書を裁断する機器を有していないため

100 100

単位

１保存文書保管業務委託、２廃棄文書出張裁断処理業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 5

文書管理

文書費

事業名

コンプライアンス担当

25

枝番号

事業の対象 職員

事業の目的

活動概要

職員が個人情報を含む重要な行政文書を適切に管理し、事務の遂行や情報の開示請求などに対し、必要な文書を必要なとき

にすぐに探し出し、使用できる状態を維持する。

ファイリングシステムのルールに則り文書を管理する。

費用対効果を踏まえ、保存文書の一部を外部に保管委託する。

文書管理システムの導入及び運用を行う。

公文書等の管理に関する法律、和光市文書規程

委託先

予算事業コード 1011002

25 15 25

％ － 25

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

12計画の推進について

人

100

－

総務管理費

適切な文書利用のための研修等参加者数

文書管理システムの導入

目標像

0

0

4,416

8,971

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,323

一般財源

コピー用紙

令和７年度予算　5,624,927円

令和７年度実績　5,417,300円

削減額　207,627円

【補足】

文書管理システムが令和７年１２月に導入され原則として紙の起案が行われなくなったことで、職員PC端末のWIFI化等の効果も

あることから、当該活動に限定した数値は算出できないもののコピー用紙の削減に一定の寄与がされたと思われる。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

2,168 2,370

0 0人

0

0

0

-

8,971

千円 2,168

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある C

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

１　システム統合による効率化の推進

　各事業で分断されているシステム群の統合・連携を図り、入力作業の自動化や重複データの排除を行うことで、管理コ

ストのさらなる削減を目指す。

２　デジタル・ファースト化の徹底

　「電子化を前提とした事務処理」を徹底し、紙文書の発生を極小化する運用を推進していく。

　併せて、スキャナの全庁導入を検討し、紙文書全体のアーカイブ化を推進し、保管コストの最適化を図る。

３　文書管理スキルの底上げと標準化

　全職員を対象とした効果的な研修や周知を継続し、文書管理ルールを全庁的に標準化することで、情報の検索効率向上

とコンプライアンスの強化を同時に達成する。

B

事業の大半が職員向けの内部事務であるため。

理由 文書保存の外部委託は現在も行っているため。

公共性

理由 電子化が促進度に応じて、紙文書に係るコストが逓減されるため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 紙文書と電子文書の保存や廃棄

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

職員管理のシステムが事業ごとに分かれているため非効率である。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

システム間連携の不足による非効率性、物理的コストの残存、運用の形骸化・標準化の遅れ

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

19.8%

100 100

0

439 237

0

予算額

96 88 100

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

500

8年度

47

個人情報保護研修期日までの受講率

5年度 6年度

千円 441

122

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

％ －

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 5

情報公開及び個人情報保護制度運営

文書費

事業名

コンプライアンス担当

500

枝番号

事業の対象 一般市民、法人、職員

事業の目的

活動概要

公文書の管理、個人情報の管理が適切に行われ、市民の知る権利の行使による公文書開示請求や個人情報の開示、訂正、削

除請求を適切に判断し、対応する。

①情報公開・個人情報保護制度を市民に周知する。②市民からの情報公開請求、個人情報（開示、訂正、削除）請求へ適切

に対応する。③和光市個人情報保護審議会に対して意見を諮問し、答申を踏まえて個人情報を取り扱う。

和光市情報公開条例、和光市個人情報保護法施行条例、和光市情報公開・個人情報保護審査会条例、和光市個人情報保護審

議会条例

委託先

予算事業コード 1012003

417 455 500

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

13計画の推進について

人 －

総務管理費

個人情報保護研修の実施者数

目標像

0

0

47

197

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

190

一般財源

個人情報保護研修については、J-LISのオンライン研修を実施。

実施期間は令和7年7月から令和8年2月までで、常勤の職員のほか会計年度任用職員に対しても実施した。

※会計年度任用職員は、研修データを通読する方式

なお、研修期日までに受講しなかった者に対しては、補習として別研修の受講を促してる。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

116 122

0 0人

0

0

0

-

197

千円 116

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

１　制度運用の持続とデジタル化の推進

　市民の知る権利を保障し、適正な個人情報保護を維持するため、現在の事業規模を維持しつつ、さらなる行政事務の効

率化を図る。

　令和7年度から実施した「決定通知書の押印廃止」や「電子交付」の運用を定着させ、市民サービスの向上と事務負担の

軽減を継続する。

２　全庁的なコンプライアンス意識の醸成

　研修については単なる受講率の向上に留まらず、実務に即したケーススタディを取り入れるなど内容を精査し、職員

個々の法意識の底上げを図ることで、人的なミスや制度上の瑕疵を未然に防止する。

３　円滑な相談・開示対応の継続

　市民からの各種請求に対して、公正かつ迅速に対応できる体制を維持する。

　また、関連条例やガイドラインの改正等、制度変更に対して迅速に庁内周知・マニュアルの更新を行うことで、法令遵

守を徹底する。

B

事業の大半が職員向けの内部事務であるため。

理由 事業の大半が職員向けの内部事務であるため。

公共性

理由 既にほぼ最小限の予算である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 各種開示制度について、令和7年12月から電子交付に対応し、決定通知書の押印を廃止した。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市単独事業であるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

制度理解のさらなる浸透の必要性、複雑化する請求事務への対応。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

96.0%

－ －

－ －

35,061

169,062 171,425

0

予算額

－ － －

－件 －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

111,423

庁内の火災等の災害件数

庁内の設備不良による事故件数

5年度 6年度

－

1

千円 174,884

125,580

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

件 －

専門性を有する業務のため。

1 1

単位

・NTTドコモ設備点検　・ガラス清掃　・機械警備　・殺虫・消毒　・トイレ衛生管理　・排水設備清掃点検　・弱電設備保守点検

・総合管理清掃　・受水槽等清掃　・中央管制装置・自動制御機器保守点検　・排水管清掃作業　・庁舎駐車場管理　・

・樹木剪定委託　・自動ドア保守点検　・行政棟等昇降機保守点検　・防災倉庫昇降機保守点検　・冷温水機切替保守点検　等

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 6

庁舎維持管理

庁舎管理費

事業名

－

庶務管財担当

1

枝番号

事業の対象 来庁者、職員

事業の目的

活動概要

庁舎の適正かつ合理的な維持管理を図り、来庁者および職員にとって快適で安全な環境となっている。

各種設備の年間の保守や修繕業務を行う。

和光市庁舎管理規則

委託先

予算事業コード 1013001

1 1 1

回 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

14計画の推進について

回

1

1

総務管理費

消防訓練の実施

防災管理委員会開催数

目標像

0

0

164,521

194,949

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

6,904

一般財源

無事故で年度を終えることできた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

160,871 160,641

0 0人

33,151

0

53,098

-

227,019

千円 127,720

執行率

32,070



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

C

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

物価高等の影響により、年々、コストが増加しているため、効率化を意識して取り組む。

B

専門性を有する事業については、市が実施主体でなくてもよい。

理由 専門性を有する事業については、民間でも提供可能である。

公共性

理由 事業内容の見直し、２社以上の見積もりによって削減の余地はある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業内容の見直し等による削減の余地はある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業によっては、連携・統合によるスケールメリットが図られ、効率化する可能性がある。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

委託業務内容によっては、専門性が求められるため、事業の適切性の判断が難しい。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

16,048 29,203

0 0人

0

0

33,479

-

104,500

千円 16,048

執行率

57,700

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

33,479

46,800

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,539

一般財源

年度内に予定していた工事を終えることができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1013002

100 100 100

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

15計画の推進について

％ 100

総務管理費

工事の年度内完了率

目標像

0 枝番号

事業の対象 来庁者、職員

事業の目的

活動概要

利用者の安全と安心が確保され、ライフサイクルのコストの低減が達成できている。

市有施設保全計画を基に維持保全業務を適正化するのと同時に、光熱水費の削減および環境負荷の低減のため施設整備を実

施する。

なし

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 6

庁舎施設整備

庁舎管理費

事業名

庶務管財担当

100

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

％ 100

専門性を有する業務のため。

単位

庁舎トイレアスベスト調査業務委託、庁舎直流電源装置用蓄電池調査業務委託、市民文化センター送り高圧ケーブル配管調査業務委託、庁

舎トイレ改修工事設計業務委託、庁舎トイレ改修工事監理業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

0

工事完了検査の合格率

5年度 6年度

千円 16,300

10,303

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

100 100 100

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

90.4%

100 100

18,900

30,858 37,018

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

工事内容によっては、専門性が求められるため、事業の適切性の判断が難しい。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

物価高等の影響により、年々、コストが増加しているため、効率化を意識して取り組む。

B

庁舎の整備を行うため市が最適である。

理由 庁舎の整備を行うため民間では提供困難である。

公共性

理由 工事内容の見直し、２社以上の見積もりによって削減の余地がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 常にコストや時間を意識して改善を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業によっては、連携・統合によるスケールメリットが図られ、効率化する可能性がある。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある




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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.9%

93 84

10.0%以上 10.0%以上

0

9,354 9,557

0

予算額

12 16 10.0%以上

100.0以下％ 101

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

5

8年度

9,449

財政調整基金比率

地方債残高比率（普通会計）

5年度 6年度

100.0以下

15

千円 52,652

8,029

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 財政課

％ 14

15 15

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 7

財政管理業務

財政管理費

事業名

100.0以下

財政担当

5

枝番号

事業の対象 一般市民、予算編成及び交付税等の照会に係る庁内各課、市議会

事業の目的

活動概要

中長期的な視点に基づく健全な財政運営を確保するため、施策の優先順位に応じた効果的かつ効率的な予算編成・執行管

理・決算の一連の業務を推進するとともに、財政状況に関する資料の公表を通じて市民および議会への説明責任を果たし、

将来にわたり持続可能な行政サービス提供の基盤を構築する。

予算編成に係る各課からの要求受付・査定による予算案の作成、地方債の適正な発行・管理、決算統計および財務書類の作

成・公表、ならびに中期財政計画の策定を行い、限られた財源の適正な配分と健全な執行体制を維持する。

地方自治法、地方財政法、地方公共団体の財政の健全化に関する法律、和光市予算事務規則、和光市健全な財政運営に関す

る条例・施行規則、和光市財政状況の公表に関する条例など

委託先

予算事業コード 1014001

12 10 5

資料 15 15

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

回

15

11

総務管理費

予算編成（当初、補正）回数（一般会計）

財政状況に関する資料数（市作成）

目標像

0

0

9,449

9,488

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

108

一般財源

・厳しい財政状況の中で、多様化する市民ニーズに対応した効率的で安定した行政サービスを提供するため、財政指標などの決

算状況の分析を行い、分析結果を踏まえた予算編成を行った。

・財政の透明性を確保するため、広報わこうやホームページで財政状況（予算、決算）に関する資料を公表した。

（歳入歳出決算書、主要な施策の成果と予算執行の実績報告書、決算カード、健全化判断比率・資金不足比率、決算統計、企業

会計的方針の財務書類、地方消費税交付金のうち消費税引き上げ分の社会保障施策への対応、都市計画税の使途状況について、

森林環境譲与税の使途状況について、和光市のお財布、財政白書、財政状況の公表、歳入歳出予算書、一般会計当初予算査定結

果、中期財政計画）

・国・県等補助金の活用を積極的に図るとともに、適債事業についての起債を行い、特定財源の活用に努めた。

・計画的かつ効率的な財政運営を行っていくために達成すべき目標を定め、中期的な財政収支の見通しを示した中期財政計画を

策定した。

・財務諸類を作成し、ホームページで公表した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

52,224 8,029

0 0人

0

0

0

-

9,488

千円 52,224

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・厳しい財政状況を踏まえ、施策や優先度が示された行政経営方針や総合振興計画実施計画に基づき、限られた財源を効

果的に配分する。また、経常的支出の縮減を図るとともに、基金現在高や健全化指標を踏まえ、持続可能な財政運営を行

う。

・財務書類などの財政状況に関する資料を市民から分かりやすい内容で作成し、公表する。

・国、県の動向を的確に捉え、積極的に補助金を活用する。また、適債事業については、将来の財政負担に十分配慮した

上で、計画的に起債を行う。

B

市が行う業務のため。

理由 民間が提供するサービスではないため。

公共性

理由 予算書の印刷製本費や財務会計の使用料等の経費のみの事業であり、必要最小限のコストとなっているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務のマニュアル化や事業の優先度を踏まえた予算編成において改善の余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

連携・統合により効率化の図れる事業や団体等はない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

・社会保障関係経費、職員数の増加、物価上昇等の影響により経常的経費が増加し、財政運営への圧力が高まっている。

・公共施設の老朽化に対する行政需要が増加するとともに、投資的経費も高騰している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている




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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

754 1,351

0 0人

0

0

0

-

7,128

千円 754

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

1,086

7,128

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

68

一般財源

・適正な履行の確保、下請負業者・労働者への不当なしわ寄せなどの防止のため、低入札価格調査制度を実施しており、令和7年

度は、調査基準価格を下回った６件について、低入価格調査委員会で審査し、当該入札価格によっても当該契約の内容に適合し

た履行がされないおそれがないと認められ、落札者として決定し、契約した。

・当該契約の内容に適合した履行を確保するため、建設工事等及び業務委託の入札に対し、最低制限価格制度を実施しており、

令和７年度は、工事では７６件、業務委託では、１２１件に適用した。

・公共工事の品質確保等のため、１件の工事を一般競争入札による総合評価落札方式で実施した。

・就業者の処遇改善や休日の確保等、働き方改革を進め、建設業界が魅力的な職場となり、若年者をはじめとする担い手の確保

につなげるため、「週休２日制工事」実施要領の全部改正を行った。

・公共工事の安定的な実施及び建設事業者の経営健全性を守るため、「和光市建設工事請負契約基準約款第２６条第１項から第

４項までの規定（スライド条項）」の適用に関する基準を定めた。

・市の入札、契約事務の適正化を図り、事業主管課の事務の一助とするため、「和光市契約適正化ガイドライン」を策定するた

めの作業を行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1015001

225 222 222

件 11 9

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

件

6

209

総務管理費

入札件数

低入札価格調査件数

目標像

0 枝番号

事業の対象
庁内の事業主管課

契約事業者

事業の目的

活動概要

地方自治法等の関係法令に基づき、入札・契約手続きを公平・公正に行い、談合防止や不適正な支出を未然に防ぐ。

競争性を確保し、より安価で質の高い物品・サービスを調達することで、財政負担を軽減する。

庁内全体の契約事務をルール化し、各課の事務負担を軽減するとともに、遅滞なく事業を開始できる体制を整える。

一般競争入札、指名競争入札の事務処理（公告、開札、審査、契約締結）

競争入札参加資格審査、業者名簿の登録・管理

公正な指名選定を行うための会議体の運営　各事業主管課に対する契約事務に関する助言、ガイドライン等の作成

地方自治法 地方自治法施行令　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律　建設業法　公共工事の品質確保の促

進に関する法律　和光市契約規則など

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 7

契約業務

財政管理費

事業名

－

契約検査担当

220

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 財政課

％ 1

4 3

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

220

8年度

1,086

入札件数に対する成立した件数の割合

ダンピング対策による失格件数

5年度 6年度

－

5

千円 778

1,351

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

1 1 1

－件 1

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.1%

2 3

1 1

0

1,562 1,154

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

電子入札については、工事は導入済みであるが、物品は未導入であるため、事務負担が大きく、また、事業者にとっても、郵送などの物理的な距離による

手間がかかる。

入札・契約手続きにおいて、全国的に不適正となる事例も発生しており、契約担当課だけでなく事業主管課における適正化に向けた取組（通知・研修・説

明など）が必要である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・物品について、埼玉県電子入札共同システムに参加し、令和９年度入札分から電子入札をを導入する。

・入札契約手続きの適正化を図るため、「契約適正化ガイドライン」を策定し、事業主管課への周知徹底を行う。

・低入札価格調査制度について、市内事業者の経営環境や地域経済のバランスも踏まえ、競争性及び透明性、公平性を確

保しつつ、ダンピングの防止が図られるよう、制度運用の見直しについて検討する。

・適正な設計金額を見込むとともに、事業者に対して適正な価格での入札について周知徹底していく。

B

市が行う業務のため

理由 民間が提供するサービスではないため

公共性

理由 消耗品費や県への負担金等の経費のみの事業であり、必要最小限のコストとなっているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
物品について、現在、紙による入札を行っているが、電子入札の導入により業務の効率化・迅速化が図られ

る。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

連携・統合により効率化の図れる事業や団体等はない。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

C

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

68.5%

75 87

15 15

0

13,848 1,408

0

予算額

14 14 15

100％ 100

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

964

実施計画において見直しを実施した事業数

市民参加条例第６条第１項対象事業のうち、２以上

の市民参加を実施した割合

5年度 6年度

100

20

千円 282

11,152

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 企画人権課

事業 -

20 20

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 8

企画調整業務

企画費

事業名

100

企画調整担当

100

枝番号

事業の対象 市民、企業、団体、市職員

事業の目的

活動概要

　市が目指す将来都市像を実現し、市民満足度のさらなる高まりを目指す。そのため、社会環境の変化や市民ニーズに対応

し、施策の方向性や計画の立案・実行・進行管理・評価を行うことで、効率的で透明性の高い行政運営を実現する。

　また、市民の市政参加を促し、住みやすいまちをつくる。

①行政会議、総合振興計画の策定・進行管理、行政評価、重要施策の企画・調整（総合教育会議）、行政改革の推進

②市民参加の促進

③組織及び機構、職員定数、内部統制の推進に関わる管理業務

和光市市民参加条例

委託先

予算事業コード 1017001

100 100 100

人 10 13

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

16計画の推進について

％

14

98

総務管理費

行政評価における評価実施率

公募委員候補者登録人数

目標像

0

0

964

143

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

444

一般財源

①総合振興計画・行政評価・行政改革

　第五次和光市総合振興計画中間見直しを実施し、改訂版を策定した。また、実施計画策定及び予算編成の指針となる行政経営

方針を策定し、この方針に基づき効率的で効果的な施策、事務事業の推進を図る。

　行政改革では、和光市行政改革推進基本方針及び和光市行政改革推進実行計画に基づき、各種取組みを実施した。また、令和

８年度からの開庁時間及び電話受付時間の短縮に向け、調査を実施するとともに協議を行った。

②市民参加

　市民参加推進会議において、若年層の市民参加の推進について検討を行い、答申を行った。

③内部統制

　内部統制では、準公金の管理状況調査に関する運用の見直し、副担当制の調査、業務委託のモニタリングを実施し、事務処理

の適正化と不正防止を図った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

211 11,152

0 0人

0

0

0

-

143

千円 211

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

　総合振興計画の着実な推進と安定した市政運営を図るため、行政評価・実施計画のプロセスを通じて進捗管理を行い、

一体的に見直します。業務手順の効率化と最適化を意識し、限られた資源を活かせる「効率的かつ持続可能な運営体制」

を構築します。

　また、AIや動画配信などのデジタルツールを積極的に導入し、事務の内製化を推進します。また、オンラインを活用し

た市民参加研修等の効率的な運営により、業務の質を維持しつつコストの最適化を図ります。

A

行政経営の中核を担う業務であり、企画調整担当が主導することが適切である。

理由 公益性が高く、市が実施すべきである。

公共性

理由 業務を内製化しており、コスト削減の余地はないため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 AIやマクロを活用し、業務の効率化を実施している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

すでに予算編成、総合振興計画等の関連業務と連携して実施している。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

行政評価及び実施計画において、業務手順や関係部署との調整を図り、より効率的に運用していく。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

48.7%

－ －

－ －

0

0 6,281

0

予算額

－ 1 1

1冊 －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

3,056

基本計画策定　成果物

周辺整備検討　成果物

5年度 6年度

－

－

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 企画人権課

冊 －

－ －

単位

なし（負担金支出）

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 8

朝霞地区４市共用火葬場設置

企画費

事業名

1

企画調整担当

－

枝番号

事業の対象 朝霞地区４市内に在住する市民

事業の目的

活動概要

将来の死亡者数増加により、朝霞地区４市の市民が現在利用する近隣市火葬場の利用に制約が生じることが想定されている

ため、４市共同で新たな火葬場を整備し、将来にわたり安定的な火葬環境を確保するもの

長期的・総合的な観点から朝霞地区４市における適正な火葬体制の確立と周辺環境に配慮した火葬場建設を検討すること。

朝霞地区４市共用火葬場設置検討に関する基本合意書

委託先

予算事業コード 1017101

－ 5 －

回 － －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

回

2

－

総務管理費

調整会議

協議会

目標像

0

0

3,056

19,785

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,225

一般財源

１．朝霞地区４市共用火葬場設置基本計画策定・民間活力導入可能性調査

　将来の火葬需要推計に基づき、適切な施設規模、概算事業費、事業スケジュール等を定めた「基本計画」を策定したことで、

４市共同による事業の全体像と方向性が明確となった。また、併せて実施した民間活力導入可能性調査により、従来手法と

PPP/PFI手法の比較検証（VFMの算定等）や民間事業者の参入意欲の確認を行い、財政負担の縮減と質の高いサービス提供を両立

する最適な事業手法の客観的根拠を得た。

２．朝霞地区４市共用火葬場周辺整備検討

　検討用地が浸水想定区域内に位置し、火葬場整備に伴い既存の雨水貯留機能が失われることから、周辺地域へ影響を及ぼさな

いための雨水排水対策および進入道路等の線形改良に関する検討を実施した。今年度は、必要な雨水貯留量の算定や関係機関と

の協議に着手し、周辺整備における技術的な課題を整理した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

19,785

千円 0

執行率

0



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

翌年度へ繰り越した周辺整備（雨水排水対策等）の検討結果がまとまり次第、速やかにその内容を反映した基本計画の策

定を進める。併せて、４市間における建設時の費用負担や供用開始後の運営体制等について具体的な協議を行い、事業化

に向けた合意形成を図っていく。

A

現在４市協議会にて事業手法を検討中であるため

理由 民間でも提供しているが、将来的に火葬場需要が増えるため、自治体での建設を検討している

公共性

理由 コスト削減を含め検討中

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 検討段階のため非定型の業務プロセスだが、効率よく実施するよう努めている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

多様な可能性を含めて事業手法について検討を進めている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

４市共同事業のため、各市の財政状況や意向を踏まえた負担割合等の調整に時間を要している。また、昨今の物価高や建

設資材・労務費の高騰により建設コストの増大が見込まれ、各市の財政負担に関する協議をより慎重かつ困難なものにし

ている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

89,258 141,937

0 0人

0

2,531

495

-

190,370

千円 89,258

執行率

0

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

2,914

1

179,194

190,370

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

6,665

一般財源

　電子申請システム及び公共施設予約システムを運用し、インターネットにおいて行政手続や公共施設の予約ができるサービス

を安定的に提供した。利用実績は、次のとおり。

１　電子申請システム利用件数　   28,093 件（前年比 58%増）

　電子申請利用件数について、一般家庭粗大ごみ収集、一時保育利用申込、水道使用開始・中止届の利用が多い。

　電子申請利用も住民サービスとして浸透し、利用頻度が高まっている。

２　公共施設予約システムを利用した抽選、予約申込等利用件数　　47,296 件（前年度　47,596 件　前年比 1%減）

　対象施設数は、全14施設。令和7年度は1施設が改修により3か月しか稼働しなかったため利用件数が減少している。

　予約の受付を行わない空き状況の情報提供のみを行っている施設（勤労青少年ホーム、学校体育館・校庭等）は12施設であ

る。

　公共施設予約システムで確認できる施設を合計すると、26施設がシステム対象施設となる。

３　セキュリティ研修

　全職員を対象としたセキュリティ研修を実施し、職員のセキュリティ意識を高めた。

会計年度職員

業務内容
情報化推進アドバイザー

会計年度職員数（パートタイム） 人

3,480

予算事業コード 1019001

17,753 28,093 18,000

件 232 283

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

17計画の推進について

件

395

15,847

総務管理費

電子申請件数

電子申請受付可能手続数

目標像

0 枝番号

事業の対象 市民等、OA機器、OA機器を利用した職員

事業の目的

活動概要

インターネット経由で市民が市役所に来ることなく、行政手続や各種申込みができるようにする。また、一般行政職員に一

人一台のパソコンを配置する。OA機器の安定稼動により効率的な執務環境の維持管理を行う。

各種システムのリース、保守、管理を行う。また、OA機器のリース、保守、管理を行う。

デジタル社会の実現に向けた重点計画、和光市DX推進全体方針

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 5

OA化推進

文書費

事業名

100

情報システム担当

33,000

委託業務名

1

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 デジタル推進課

件 14

システム管理等の専門的な知識、クラウドサービスやネットワーク回線等のリソースを有する事業者に管理や保守を委託す

る必要があるため。

420 450

単位

庁内ネットワーク・サーバ機器等保守業務委託、庁内ネットワーク機器等保守業務委託、

情報セキュリティ強化対策機器等保守業務委託、庁内無線LAN機器保守業務委託、インターネット側サーバ設定業務委託、

庁内ネットワーク・サーバ機器廃棄業務委託、LGCS運用管理補助保守業務委託料、ルーティング設定変更業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

30,000

8年度

178,699

施設予約システム対象施設

セキュリティ研修受講率

5年度 6年度

100

300

千円 92,722

139,937

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

14 14 26

100％ 95

1,935千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

96.4%

100 96

26 26

2,000

145,969 185,859

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

電子申請利用も住民サービスとして浸透し、ニーズが高まっていることから、更なる対象手続の拡充が求められる。市民

や事業者の利便性向上と併せて、職員の事務処理の効率化も両輪で進めていく必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

電子申請については、利用者のニーズに対応するため、市民や事業者が求めている手続きやサービスを調査し、新たな申

請項目を設定していく。また、電子申請の利点や手順を市ホームページやＳＮＳ等で周知していくことで利用者数を増や

していく。また、各種システムやOA機器の保守、管理を行う上で、常にセキュリティ面や業務、コストの効率化の改善を

意識しながら取り組んでいく。

A

市の手続に関するオンライン化や職員自身の執務環境の整備に係ることであるため

理由 民間が提供するシステムを利活用しているが、主体は市が担うべき事業である

公共性

理由 入札などによる適正化を図っている一方で、物価上昇の影響もあるため更なる削減の余地は少ない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市民や事業者の手続と市の業務プロセスの最適化などにより効率化できる余地はある

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他市とのシステム共同利用は一部実施しており、更なる拡充の可能性は考えられる

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

92.2%

－ －

55,939

247,015 494,660

0

予算額

－ － －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

244,633

住民情報電算システムに係る情報漏えい件数

5年度 6年度

千円 149,636

188,974

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 デジタル推進課

件 －

システム管理等の専門的な知識、クラウドサービスやネットワーク回線等のリソースを有する事業者に管理や保守を委託す

る必要があるため。

単位

住民情報電算システム運用保守業務委託、情報セキュリティ強化対策に係る生体認証システム保守業務委託、住民情報電算システム改修業

務委託、マイナンバー用ネットワーク機器等保守業務委託、住民情報電算システム機器保守業務委託、ガバメントクラウドネットワーク構

築補助業務委託、マイナンバー用ネットワーク機器設定変更業務委託、住民情報システム自治体システム標準化等対応業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 5

住民情報電算システム

文書費

事業名

情報システム担当

100

枝番号

事業の対象 市の情報資産、職員

事業の目的

活動概要

市民の個人情報を含むデータを効率的かつ安全に管理する。また、住民情報を処理する職員が効率的に事務処理を行うこと

ができるようにする。

住民情報電算システムのリース、保守、管理を行う。

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律

デジタル基盤改革支援補助金、社会保障・税番号制度システム整備費補助金

委託先

予算事業コード 1019003

100 100 100

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

18計画の推進について

% 100

総務管理費

システム稼働率

目標像

0

0

456,005

311,611

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

38,655

一般財源

　令和7年度にガバメントクラウドを活用した標準準拠システムへの移行を行った。標準準拠システム以外のシステムもメイン

サーバは耐震性、耐火性、冗長性などに長けたデータセンターに設置している。

　窓口業務に大きな支障をきたすようなシステム停止はなく、安定的な稼動を維持するとともに、住民情報電算システムで取り

扱う市民の個人情報は適切に管理できている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

142,985 244,913

0 0人

27,500

0

211,372

-

311,611

千円 115,485

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

令和7年度にガバメントクラウドを活用した標準準拠システムに移行したことによる導入過渡期にあるため、今後の安定し

たサービス提供に向け、関係各所等と十分調整し、進めていくことが求められる。

A

市民の個人情報を含むデータを取り扱う事業であるため

理由 民間が提供するシステムを利活用しているが、主体は市が担うべき事業である

公共性

理由 経費の精査に努めている一方で、物価上昇の影響もあるため削減の余地は少ない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 標準準拠システムに合わせて最適な業務プロセスに見直す余地はある

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

標準準拠システムへの移行により、他団体との連携・統合を進めやすくなる可能性はある

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

標準準拠システムへの移行に伴い、システムの初期調整や新しい事務フローへの適合を進めている段階であり、システム

の安定性向上や事務の効率化の余地がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

5,871 5,332

0 0人

0

0

0

-

5,161

千円 5,871

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

5,322

5,161

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,699

一般財源

令和７年度の制定改廃対象２４条例について、特段の誤りも生じさせず議決および交付手続きを終えることができた。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1020501

32 37 40

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

19計画の推進について

人 －

総務管理費

法制執務研修会の参加者数

目標像

0 枝番号

事業の対象 職員

事業の目的

活動概要

適正かつ効率的な事務の執行、例規の改正事務等の効率化、多様化・高度化する業務への適正な対応を事業の核とする。

適正かつ効率的な事務の執行に資するため、加除式図書及び参考図書を整備する。市の例規については、例規サポ－トシス

テムを導入することによりデータベース化し、例規の改正事務等の効率化を図る。多様化・高度化する業務への適正な対応

を図るため、顧問弁護士を設置し、相談体制を整備する。

地方自治法、行政手続法、行政訴訟法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 8

法制業務

企画費

事業名

コンプライアンス担当

40

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

％ －

市が当事者となる争訟について、適切なプロセスで裁判所に伝え、また、市の主張を受け入れてもらうために、争訟の専門

である弁護士に委託することが適切であると考えられるため。

単位

損害賠償請求控訴事件訴訟委託

戒告処分取消等請求控訴事件訴訟委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

40

8年度

5,322

正確な条例制定改廃

5年度 6年度

千円 5,954

5,332

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

93 100 100

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

75.8%

100 100

0

6,489 7,021

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

法制執務の専門性維持と人材育成の難しさ、例規・通知等の増加に伴う事務負荷の増大、争訟リスクに対する機動的な対

応体制

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

１　制執務の高度化に向けたデジタルツールの活用促進

　例規サポートシステムの活用に加え、AIによる条文チェックや適法性確認のプロセスをさらに拡充・最適化し、正確性

の向上と審査時間の短縮を両立させる。

２　研修の充実による職員の法務能力の底上げ

　法制執務研修の参加者数を着実に確保するとともに、より実務的なケーススタディを取り入れた研修内容へと刷新し、

全庁的な法務コンプライアンス意識の向上を図る。

３　法務相談体制の効率的な運用

　顧問弁護士への相談プロセスを整理・効率化し、争訟案件のみならず、予防法務の観点から日常的な行政判断の適法性

を担保する体制を強化する。

４　ナレッジマネジメントの推進

　過去の法制審査の判断基準や判例、弁護士相談の事例をデータベース化・蓄積し、庁内で共有可能にすることを検討す

る。

B

事業の大半が職員向けの内部事務であるため。

理由 事業の大半が職員向けの内部事務であるため。

公共性

理由 既にほぼ最小限の予算である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 例規調整の電子化、AIチェック、新たな告示方法の検討

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他事業等との関連性が見出せない。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

82.7%

－ －

1

8,555 2,705

0

予算額

－ － －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

2,236

公有財産の維持管理不良による事故件数

5年度 6年度

千円 1,940

4,648

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 総務部 課室名 総務課

件 －

専門性を有する業務のため。

単位

・外環丸山台広場清掃業務　・市有地除草業務　・市有地支障枝等選定業務　・外環上部丸山台広場寄植剪定業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 11

財産管理業務

財産管理費

事業名

庶務管財担当

100

枝番号

事業の対象 来庁者、近隣住民

事業の目的

活動概要

公有財産の的確な維持管理ができている。

公有財産の修繕、清掃や除草等による管理を行う。

和光市財産規則

委託先

予算事業コード 1022001

100 100 100

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

21計画の推進について

％ 100

総務管理費

業務委託の年度内完了率

目標像

0

0

2,236

2,605

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

469

一般財源

無事故で年度を終えることができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

1,205 4,649

0 0人

0

0

0

-

2,606

千円 1,205

執行率

1



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、事故のないよう業務に取り組んでいく。

B

専門性を有する事業については、市が実施主体でなくてもよい。

理由 専門性を有する事業については、民間でも提供可能である。

公共性

理由 事業内容の見直し、２社以上の見積もりによって削減の余地はある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業内容の見直し等による削減の余地はある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業によっては、連携・統合によるスケールメリットが図られ、効率化する可能性がある。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

委託業務内容によっては、専門性が求められるため、事業の適切性の判断が難しい。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

85.1%

78 78

79 80

48,393

53,480 66,192

0

予算額

77 78 78

84％ 72

5,753千円

0

7年度 7年度

委託理由

1,797,246

8年度

0

電子申告率（給与支払報告書）

電子申告率（償却資産申告書）

5年度 6年度

80

55

千円 51,972

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

8

款 2 総務費 項 2

部局名 総務部 課室名 課税課

％ 75

補助資料を参照

51 53

単位

補助資料を参照

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

賦課業務

課税費

事業名

80

諸税担当・住民税担当・資産税担当

1,841,246

枝番号

事業の対象
市内に住所を有する個人、市内に事務所等を有する法人、固定資産（土地、家屋、償却資産）の所有者、市内を定置場とす

る軽自動車の所有者及び市内に営業所があるたばこ小売販売業者へたばこを売り渡した卸売販売業者

事業の目的

活動概要

適正かつ公平な課税を行い、税財源を安定させる。

税目毎に申告及び現地調査により課税客体を把握し、地方税法等に基づき課税額を算出し、納税義務者に納税通知書を発送

する。

地方税法、和光市税条例

委託先

予算事業コード 1031001

1,716,522 1,846,327 1,744,215

％ 53 54

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

22計画の推進について

万円

57

1,680,357

徴税費

市税現年課税分調定額

市の当初予算現額に占める上記調定額の割合

目標像

0

8

56,312

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

9,880

一般財源

　賦課業務は市の自主財源確保の根幹であり、その事務の基本は適正・公平な課税である。

　課税額は、景気動向や税制改正等に左右されるものであり、申告や調査により、適正・公正な課税を行っている。引き続き、

国・県・市町村間のシステム連携や電子申告の活用、マイナポータルの運用等により、簡素で効率的な方法で、正確で公平な課

税を行っていく。

　また、納税者に対しては課税や申告についての周知・説明を行っていく。

会計年度職員

業務内容
市県民税賦課関連業務（課税資料の整理）補助

会計年度職員数（パートタイム） 人

9,690

8 8

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

7,755

48,569 48,393

0 0人

48,569

4,765

56,312

-

63,737

千円 0

執行率

63,737



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き適正・公平な課税に努める。

A

市税に関する賦課業務は市が実施する必要があるため

理由 市税に関する賦課業務は市が実施する必要があるため

公共性

理由 限られた期間内に膨大な賦課業務を実施する必要があり、すでに業務の効率化を図っているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 限られた期間内に膨大な賦課業務を実施する必要があり、すでに業務の効率化を図っているため

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

限られた期間内に膨大な賦課業務を実施する必要があり、すでに業務の効率化を図っているため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

電子申告率が高まれば、業務の更なる効率化が図れるが、紙での申告を望む方も一定数いる。今後も電子申告率の向上を

図っていく。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



委託業務名
・固定資産標準宅地の時点修正鑑定業務委託
・地方税電子申告システム接続委託（電子申告＋年金特徴＋国税連携）
・電子申告・申請の手続拡充及び個人住民税申告の電子化対応業務委託
・土地評価システム（路線価）作成業務委託
・税制改正等システム対応業務委託（住民税）
・固定資産標準宅地の鑑定業務委託
・家屋評価システム保守業務委託
・固定資産税越後山地区本換地対応業務委託
・家屋評価システム標準化対応業務委託

委託理由
・　固定資産標準宅地の時点修正鑑定業務委託
鑑定については士業である不動産鑑定士にその価格を求めなればならないため。

・　地方税電子申告システム接続委託（電子申告＋年金特徴＋国税連携）
専門的な知識が必要なうえ、システムの構築や運用・保守が職員では難しいため。

・　電子申告・申請の手続拡充及び個人住民税申告の電子化対応業務委託
専門的な知識が必要なうえ、システムの構築や運用・保守が職員では難しいため。

・　土地評価システム（路線価）作成業務委託
専門的な知識が必要なうえ、関連する資料作成やデータ収集が職員の時間的にも能力的にも不可能なため。

・　税制改正等システム対応業務委託（住民税）
既存のシステムに対する改修のため、既存システムを構築・運用している業者でないと対応できないため。

・　固定資産標準宅地の鑑定業務委託
鑑定については士業である不動産鑑定士にその価格を求めなればならないため。

・　家屋評価システム保守業務委託
専門的な知識が必要なうえ、そのシステムの構築や運用、保守は職員では不可能なため。

・　固定資産税越後山地区本換地対応業務委託
膨大なデータの付け替え作業をミスなくするには、システムでの一括処理が望ましいため。

・　家屋評価システム標準化対応業務委託
システム標準化対応については、保守業務をしている業者ではないとその処理が不可能なため。

補
助
資
料
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

90.5%

98.58 98.72

230,000 226,000

67,000

84,148 87,157

0

予算額

227,089 231,704 225,000

99.22％ 98.39

8,354千円

0

7年度 7年度

委託理由

47,400

8年度

0

当該年度決算時滞納繰越額

市税収納率(現年+滞納)

5年度 6年度

98.68

500

千円 81,444

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

3

款 2 総務費 項 2

部局名 総務部 課室名 収納課

千円 256,859

多様な支払チャネルを提供(モバイル決済、共通納税など)することによる収納率の向上を図ることを目的としている。

また、サポートセンターについては、慢性化・累積化する滞納防止のため、債権回収業務に精通した民間業者に委託し、電

話催告等による収納率の向上を図ることを目的としている。

500 500

単位

電算処理業務/コンビニ収納代行業務/クラウド口座振替取りまとめサービス業務/和光市納税サポートセンター運営業務/地方税電子申告シ

ステム接続業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 3

収納業務

収納費

事業名

98.82

納税管理担当・徴収担当

48,200

枝番号

事業の対象 市税の納税義務者

事業の目的

活動概要

安定した税収が確保されている

・納期内納付の推奨、現年度未納分の早期処分を図る。

・速やかな財産調査により、滞納処分を実施し、事案解決を促進する。

・市税の収納管理を適切に行い、過誤納金の還付・充当処理を行う。

地方税法　国税徴収法

なし

委託先

予算事業コード 1034001

43,565 47,187 45,000

件 588 578

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の推進について

-

件

513

33,770

徴税費

キャッシュレス決済等の納税件数(現年+滞繰)

差押件数(国保税含む)

目標像

-

3

78,851

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

8,306

一般財源

自主財源確保と公平・公正な税徴収を堅持するために、多様な支払チャネルを提供(モバイル決済、共通納税など)することで、

納税に対する利便性を確保した。また、電子照会の導入・活用により事務の効率化を図った。未納者へは納税サポートセンター

を活用した電話催告、催告書送付及び納税相談を行い、納税意識を向上させることにより年度内完結を図り、滞納者に対しては

適切な差押や捜索実施などの滞納処分や納税の緩和措置を行うことにより、滞納発生及び滞納累積が抑制され、収納率を高い水

準で維持できている。

会計年度職員

業務内容

・納税に関する補助事務

・窓口・電話対応

・そのほか庶務、書類整理　等

会計年度職員数（パートタイム） 人

12,020

3 3

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

11,177

71,820 67,000

0 0人

71,820

6,951

78,851

-

90,829

千円 0

執行率

90,829



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

多様な支払チャネルの提供や納税サポートセンター、徴収事務員を活用し、職員が滞納整理に集中できる体制となってお

り、収納率を高い水準で維持できている。

今後もこの水準を維持していくとともに、業務フローの見直しや更なるICT等の活用により、事務の効率化を図り滞納整理

を進めていく。

A

自治事務として義務的に行うものであるため市が行うことが最適である

理由 業務の一部は営利法人等（民間）でも扱えるが、すべての業務を行政なしに賄うことはてきない

公共性

理由 常に最小のコストで最大の効果を出せるように事業を実施しているため、これ以上削減の余地はない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 他自治体の取組などを参考に、日々改善できるところは改善しながら進めている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

庁舎内で同様の業務を扱う部署が複数あるため、集約するなり効率化を図るための検討の余地はあると考える

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

安定した税収確保のために、適切な人員配置が不可欠である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている







   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

83.1%

0

512 537

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

446

5年度 6年度

1

千円 507

374

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 4

部局名 選挙管理委員会事務局 課室名 選挙管理委員会事務局

1 1

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

啓発活動

選挙啓発費

事業名

千葉

1

枝番号

事業の対象 有権者

事業の目的

活動概要

すべての有権者が、選挙に関する理解を深め、自らの意思に基づき主権者として積極的に選挙に参加することにより、民主

政治の健全な発展に寄与できるようにする。

和光市民まつりにおいて選挙に関する知識向上を図る啓発ブースの出展や、二十歳を祝う会において選挙に関する啓発冊子

及び啓発品を配布し、若者の政治への意識向上を図る活動を行っていく。

公職選挙法第６条

委託先

予算事業コード 1042001

－ 1 1

回 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

回

1

1

選挙費

和光市民まつりにおける選挙啓発ブース出展

二十歳を祝う会における選挙啓発品配布

目標像

0

0

446

595

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

91

一般財源

和光市明るい選挙推進協議会と連携し、有権者の政治常識や関心の向上のための啓発を行っていく。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

395 374

0 0人

0

0

0

-

595

千円 395

執行率

0



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

目的に向けて実施できる啓発活動として、内容を精査しながら現行の取り組みを継続します。

選挙の際には、選挙ごとの事業における啓発活動を継続して行っていきます。

B

投票方法などについての啓発は市が主体であるべきだが、選挙への関心を高めるのは候補者や他の主体も併せ

て行う必要がある

理由 地域によっては、啓発活動は民間団体による活動も行われている

公共性

理由 最小限の経費となるよう毎年精査しながら実施している

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 啓発品や啓発内容の見直しを毎年実施している

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

すでに他の事業に連携して実施している

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

有権者の知識や関心向上につながっているとは感じるが、実際に投票に繋がっているかは後追い調査が困難である。ま

た、そもそも投票率は、選挙そのものの話題性や争点及び候補者への関心度などの心理的・社会的要因など複数の要因が

影響しているため、一概に啓発による効果を図ることは困難である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

56.7%

12 16

1 1

0

27 30

0

予算額

1 1 1

12件 14

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

135

8年度

17

統計わこうの発行

統計事務研究会埼玉県連合会南ブロック研究会定例

研究会議題（情報交換含む）処理

5年度 6年度

12

3

千円 30

17

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 5

部局名 総務部 課室名 デジタル推進課

回 1

3 3

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

統計業務

統計調査総務費

事業名

12

デジタル統計担当

135

枝番号

事業の対象 市民、職員等

事業の目的

活動概要

和光市の統計情報を広く適切に公表している。

統計業務を円滑に行うための研究及び和光市の統計資料である「統計わこう」を作成、公表する。

なし

委託先

予算事業コード 1047001

135 135 135

回 3 3

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

24計画の推進について

件

3

135

統計調査費

統計わこう集計項目の確認・照会

統計事務研究会埼玉県連合会南ブロック研究会定例

研究会

目標像

0

0

17

29

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

13

一般財源

年一回の「統計わこう」発行のため、135項目の集計情報を所管する各機関に照会・確認を行った。

完成した「統計わこう」を市内公共施設等33箇所に配架し、ホームページにおいても公開した。

統計事務研究会埼玉県連合会南ブロック研究会（12市1町の統計主管課で構成）の定例研究会が年3回開催された。

定例会においては、構成市町からの提出議題に対し、年間16件程度回答し、情報交換を行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

17 17

0 0人

0

0

0

-

29

千円 17

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

「統計わこう」は、和光市独自の統計資料であり、各事業対象者により活用されているため、今後も適切な情報提供に努

めていく。また、今後の情報提供方法について、よりデータ活用いただけるようにDXの視点を含めて検討していく。

A

和光市の統計情報を集計して公表しているため。

理由 和光市の統計情報を集計して公表しているため。

公共性

理由 統計資料作成のための需用費や統計協会会費等、最小限の経費のみ計上しているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 情報提供方法について、DXの視点を含めて検討が必要であるため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

和光市独自の統計情報であるため、他団体との連携は難しいため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

統計わこうの集計項目には、経年で変更又は改廃するものがあるので、必要な統計情報を取捨選択し、編集していく必要

がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている





 

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

0 0

0 0人

0

0

46,426

-

0

千円 0

執行率

0

0 4

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

1,312

0

46,426

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2,742

一般財源

令和7年10月1日を調査基準日として、令和7年国勢調査を行った。

国勢調査は、日本に住むすべての人・世帯を対象に、5年に1度行われる最も重要な基幹統計調査である。

市内764調査区に対し、調査員267人、指導員77人で調査を実施した。

世帯数及び人口の速報結果について、世帯数は1,089世帯増（2.7％増）、人口数は353人減（0.42％減）となった。

会計年度職員

業務内容
国勢調査に関する補助事務（郵送提出された調査票の整理、調査票の審査等）

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1049001

267 354

人

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

人

77

統計調査費

調査員数

指導員数

目標像

0 枝番号

事業の対象 市民

事業の目的

活動概要

人口・世帯の実態を把握し、国及び地方公共団体における各種行政施策の基礎資料を得る。

統計法に基づく基幹統計調査であり、市内の人口・世帯の実態を把握するための全数調査を行う。

統計法第5条

国勢調査事務交付金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

国勢調査

統計調査費

事業名

デジタル統計

委託業務名

0

款 2 総務費 項 5

部局名 総務部 課室名 デジタル推進課

世帯

・膨大な量の調査用品の保管場所を確保し、各調査員・指導員ごとに用品を仕分け・配送する作業を円滑に行うため。

・調査員が正確な調査活動を行う際に使用する調査区地図を作成するため。

単位

調査準備業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

8年度

0

世帯数

人口

5年度 6年度

83,989

73

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

40,978 39,889

人

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.4%

83,636

0

0 49,168

0

予算額



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

5年に1度の事業につき、国が示した調査事務手順を適切に行っていく必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

国勢調査は統計法に基づく基幹統計調査であり、今後も5年に1度引き続き実施されていく事業であるため、次回以降も適

切に調査事務が執行できるように取り組んでいく。

A

統計法に基づく基幹統計調査事務であるため。

理由 統計法に基づく基幹統計調査事務であるため。

公共性

理由 統計法に基づく基幹統計調査事務であるため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 通常事務ではなく、5年に1度の事務であるため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

統計法に基づく基幹統計調査事務であるため、連携による効率化は困難である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

184 240

0 0人

0

0

0

-

378

千円 184

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

167

378

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

98

一般財源

令和７年度　車検実施なし（令和８年度実施予定）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1066001

1 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

27協働によるまちづくりの推進

台 1

自治振興費

自動車保有台数

目標像

3 枝番号

事業の対象 市民・職員

事業の目的

活動概要

市民活動推進課の円滑な業務遂行のため

市民活動推進課業務全般で使用する消耗品及び通信費、公用車維持費等

－

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

自治振興業務

自治振興総務費

事業名

協働推進担当

1

委託業務名

0

款 2 総務費 項 8

部局名 市民環境部 課室名 市民活動推進課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

167

5年度 6年度

千円 240

240

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

63.0%

0

361 265

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

－

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

市による単独事業（市民活動推進課業務実施のための必要経費）

A

市による単独事業

理由 市による単独事業

公共性

理由 市による単独事業

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市による単独事業

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市による単独事業

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

86.5%

500 500

0

4,261 4,629

0

予算額

1,000 600 500

2,723千円

0

7年度 7年度

委託理由

4

8年度

3,989

駅前啓発活動（啓発品配布）

5年度 6年度

3

千円 3,649

3,554

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

1

款 3 民生費 項 1

部局名 福祉部 課室名 地域共生推進課

セット -

3 3

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

地域福祉業務

社会福祉総務費

事業名

包括支援担当

4

枝番号

事業の対象 市民等

事業の目的

活動概要

地域福祉の推進を図り、誰もが暮らしやすい地域をつくる。

地域福祉の向上を図るために、保護司活動の支援や地区として日赤業務などを行う。

保護司法、日本赤十字社法

委託先

予算事業コード 1082015

4 4 4

回 1 2

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

29計画の推進について

回

2

4

社会福祉費

保護司会自主研修会開催

日赤講習会等開催

目標像

0

1

4,006

5,004

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

623

一般財源

駅前啓発活動について、令和４年度においては、コロナ禍であったことから、駅前啓発活動は実施できなかった。

令和５年度は駅前啓発活動ではなく、朝霞地区保護司会４市合同による社明大会を開催した。

会計年度職員

業務内容
日赤事務、保護司会等地域団体事務

会計年度職員数（パートタイム） 人

4,319

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

3,692

2,918 3,554

0 0人

0

2,154

17

-

5,004

千円 2,918

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

日赤活動の周知拡大のため、講習会の開催等を日本赤十字社埼玉県支部へ積極的に働きかける。

保護司活動については、朝霞地区保護司会・４市との連携をより強化しながら日頃の活動を展開していく。

A

情報収集が困難

理由 情報収集が困難

公共性

理由 委託など行っていないため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 内容の精査に努めている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

朝霞地区保護司会は４市で一つの協議体となっているため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

新任保護司の獲得が困難。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

78.0%

2 －

0

237 91

0

予算額

3 2 3

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

40

8年度

71

民間保育施設等における１施設あたりの平均指摘件

数

5年度 6年度

千円 290

146

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育施設課

件 3

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

保育所等管理業務

児童総務費

事業名

事業管理担当

41

枝番号

事業の対象 市内保育施設事業者など

事業の目的

活動概要

市内保育施設事業者が、適切な管理運営及び保育実践を重ね、子ども本位の保育が行われる状態になっている。

年一回、各保育施設に対する指導検査を実施し、法令遵守などの観点から課題がある場合には、必要に応じて、指摘や助言

を行う。指導検査の他にも、各事業者における課題解決などに伴走型支援を行うことで、保育の質を改善させる。

児童福祉法、子ども・子育て支援法など

委託先

予算事業コード 1110001

41 41 41

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

30計画の推進について

件 41

児童福祉費

民間保育施設等における指導検査実施件数

目標像

0

0

71

92

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

20

一般財源

毎年度、全民間保育施設等に対する指導検査を実施している。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

183 146

0 0人

0

0

0

-

92

千円 183

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、全民間保育施設等に対する指導検査など、保育の質の向上に資する取り組みを進めていく。

また、今後はICT化等の検討を行い、事務の効率化による、負担の軽減を図ることで効率的かつ実効性の高い検査体制の構

築を目指す。

A

権限移譲されている。

理由 業務の一部を補助的に委託することは可能である。

公共性

理由 なし。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 定型業務の簡素化を図り、より重点的な指導検査にリソースを集中させる必要があるため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

ただし、最終的な監督権限の責任所在が市に限定される。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

保育所等指導検査は、法令遵守や保育内容の確認等を通じてこどもの最善の利益を図る重要な業務である。現状では、ア

ナログな事務手続きが多く、膨大な事務作業が発生しており、検査担当職員及び保育施設側の双方にとって、大きな業務

負担となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



 
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

90.6%

－ 254,740

300 －

0

0 288,188

0

予算額

－ 7,971 －

－千円 －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

0

物価高対応子育て応援手当支給受給者数

物価高対応子育て応援手当支給金額

5年度 6年度

－

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 ネウボラ課

人 －

「物価高対応子育て応援手当」の支給事務を円滑かつ正確に行うため、既存の児童手当システムと連携できるよう臨時給付

金システムを改修する必要があったことから委託を行った。また、通知封入封緘については、プッシュ型支給対象者及び支

給対象となる可能性のある世帯に早期に通知するため、委託を行った。

－ －

単位

臨時給付金システム改修業務委託料、通知封入封緘業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

物価高対応子育て応援手当支給

児童総務費

事業名

600

手当医療担当

－

枝番号

事業の対象
令和7年9月30日時点で0歳～高校生世代（18歳に達する日以降の3月31日）までの児童及び令和7年10月1日～令和8年3月31日

に出生した児童

事業の目的

活動概要

物価高の影響が長期化しその影響が様々な人々に及ぶ中、特に、その影響を強く受けている子育て世帯を強く支援し、児童

の健やかな成長を応援する観点から手当を支給するもの。

児童を養育する親等に対し、物価高子育て応援手当を支給する。対象児童1人あたりの支給額は、20,000円（1回限りの支

給）。原則申請不要（令和7年9月分の児童手当受給者）とし、公務員又は出生等の事由の場合は申請を受け支給を行う。各

種通知書の発送、申請書の審査、国・県に対し各種報告や補助金の請求などの事務処理を行う。

物価高対応子育て応援手当支給実施要綱

物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金交付要綱、物価高対応子育て応援手当支給事務費補助金交付要

綱

委託先

予算事業コード 1112005

－ 8,747 －

－ －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

件 －

児童福祉費

通知発送

目標像

0

1

261,214

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

26,974

一般財源

当事業は、物価高の影響が長期化する中、子育て世帯を支援するために実施したものである。

令和7年9月分（児童が9月出生の場合は、10月分）の児童手当受給者については、令和8年2月末に、申請不要（プッシュ型支給）

により手当を支給した。

公務員又は出生・離婚等（離婚協議中の者を含む。）の要件による申請者については、令和8年1月下旬から申請受付を行い、初

回支給を令和8年3月末に行った。

プッシュ型支給対象者については、事業の周知のため通知し、支給対象となる可能性のある世帯（令和7年9月30日時点で、0～18

歳の児童が居住している世帯及び令和7年10月1日以降の出生児童が居住している世帯）には、通知にて申請勧奨を行った。

令和8年1月末以降に出生及び離婚等の要件で児童手当を申請した養育者に対しては、窓口で本手当の申請案内を行った。

さらに、市ホームページや市公式X、LINEを活用し、制度の周知を図った。

会計年度職員

業務内容
申請書類の審査の補助に関すること

会計年度職員数（パートタイム） 人

130

0 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

238

0 0

0 0人

0

0

261,214

-

6,598

千円 0

執行率

6,598
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

物価高の影響を鑑みた国の経済対策であり、臨時的に実施した事業のため。

なお、当事業は令和７年度事業として実施するものであるが、申請が令和８年４月以降となる対象者（令和８年３月以降

出生者など）に対しては、令和８年度繰越分から支給を行う。なお、事業終了は令和８年７月３１日を予定している。

A

実施主体が児童手当受給者の住所地市町村と定められているため。

理由 実施主体が児童手当受給者の住所地市町村と定められているため。

公共性

理由 円滑な事務執行が行える範囲で必要最低限の計上としているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 令和８年度で終了する事業であるため、特段改善の余地がない。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

実施主体が児童手当受給者の住所地市町村と定められているため、連携や統合の対象ではない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

特段の事業課題は認められない。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

92.1%

1 －

0

10,532 11,025

0

予算額

3 2 2

5,251千円

0

7年度 7年度

委託理由

1,140

8年度

10,156

待機児童数

5年度 6年度

2,600

千円 9,027

9,835

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

2

款 3 民生費 項 2

部局名 子どもあんしん部 課室名 保育サポート課

人 9

専門性を活用することができ、全てを公設で実施するより、財政面の負担を抑えることができるため。

2,600 2,700

単位

保育料システム保守業務委託、コンビニ収納代行業務委託、文書等運搬業務委託　複写機保守業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 3

給付費等支給管理

保育園費

事業名

入所相談担当

1,140

枝番号

事業の対象 保護者が就労や病気等の理由により、家庭において保育することができない就学前の乳幼児及びその保護者

事業の目的

活動概要

保育所等入園を希望する児童を待機することなく保育所等にて保育がなされているようにする。

適切な環境で保育が受けられるように、保育所等の運営を行う。

保育の必要性の認定、利用者負担額の決定を行う。

児童福祉法第２４条

委託先

予算事業コード 1114006

1,127 1,089 1,140

人 2,513 2,509

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

32計画の推進について

人

2,616

1,143

児童福祉費

保育所等入所申請者数

コンビニ収納の利用者数

目標像

0

2

10,156

10,975

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

869

一般財源

子どもの数の減少やテレワーク等の働き方の変化により、保育所入所申請者数は微減しているが、令和元年度からの教育・保育

無償化や、市内幼稚園・保育園の認定こども園への移行により、保護者の教育・保育ニーズによる選択肢の幅が広がった。

また、令和４年度から開始した保育料等のコンビニ収納及び電子決済は、保護者への案内等を行い、利用者数は増加傾向にあ

り、複数の納付方法を提供することで保護者の利便性向上に繋がっている。

子どもの数の減少や、これまでの保育施設の整備により待機児童は減少しており、保護者が子どもを預けられる環境は整ってき

ている。

会計年度職員

業務内容
保育所等の入所等の相談及び保育の実施に関する補助事務、窓口・電話対応、その他庶務、書類整理等

会計年度職員数（パートタイム） 人

7,621

2 2

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

6,986

8,599 9,835

0 0人

0

4,210

0

-

10,975

千円 8,599

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

保育サービスの利用調整は、市民の子育て支援と就労支援に直結する市の重要な役割であり、市民からの期待が非常に高

い。（必要性・公共性）一方で、法令に基づく事務処理においては、さらなる効率化が必要であることから、オンライン

申請システムの導入等の検討を進める。これにより、定型的な事務処理対応を効率化し、窓口の待ち時間短縮と、職員が

個別性の高い複雑な相談に注力できる環境を整備する。（経済性・効率性）また、多様な保育ニーズに対応できるよう、

関係部署や外部機関との連携を強化し、市民サービスの向上と計画的な入所調整、待機児童ゼロを目指す。

A

法律で定められた義務的な事務のため

理由 法律で定められた義務的な事務のため、民間委託は想定されていない。

公共性

理由 法令に基づく事務量が過大であり、一定の事務効率化を行っても人件費等の削減は困難である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 オンライン申請システムの導入等の検討を進める。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

自治体の義務的な業務であるため、連携して行うことは困難である。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

保育所入所申請者数は微減傾向にあるが、保護者の働き方や家族構成の多様化により、保育の必要性の認定や入所調整に

おける個別相談が増加し、窓口対応に時間を要している。その他、法令に基づく事務処理量が過大であり、職員の業務負

担が増加し、効率性の点で改善の余地がある。（効率性）待機児童数は解消されつつあるが、多様な保育ニーズへの対応

が、児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づく現行の事務処理体制では追い付いていない状況がある。（施策への貢

献度）

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

93.5%

29 29

2,417

3,563 3,497

0

予算額

22 18 29

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

27

8年度

852

研修参加者数（延べ人数）

5年度 6年度

千円 3,578

933

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 4 衛生費 項 1

部局名 健康部 課室名 健康支援課

名 29

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

保健衛生業務

保健衛生総務費

事業名

保健予防担当

27

枝番号

事業の対象 予防接種及び各種健（検）診などの事業を担当する職員

事業の目的

活動概要

各種研修の参加や書籍による学習を通じ、職員の能力や知見を広げ、市が実施する各種行政サービスの質を向上させ、市民

の健康増進に還元する。

業務に関連する書籍の購入や各種研修への参加。また、所管する業務全般において、庁用車や機器の適切な管理を徹底し、

円滑な運用を図っている。

市町村計画献血確保促進事業費補助金

委託先

予算事業コード 1136001

16 16 27

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

33計画の推進について

回 27

保健衛生費

研修参加数

目標像

0

0

3,269

1,170

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

228

一般財源

①各種研修等を通じて、健康づくり等に関する最近の知見や基礎的な内容を学ぶことで、行政サービスの質を向上させた。

②リスクマネジメント研修に参加し、管理職としての職場におけるリスクマネジメントを学んだ。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

3,298 3,350

0 0人

2,417

0

2,417

-

3,587

千円 881

執行率

2,417



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

外部から得た知識や知見等は、担当内又は課内で共有を行い、行政サービスの質の向上を今後も図っていく。

A

業務に必要な研修参加の判断や、庁用車の維持管理等は市が行う必要があるため。

理由 上記のとおり、民間では代替えが困難なため。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限だが、研修はオンラインによる参加を積極的に行う等改善を図っている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 オンライン研修の受講方法等、業務遂行の効率化を図っている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市が直接的に法的な管理責任を負う業務のため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

研修等においては、新たな知見や、今後の見通しが示される場合があるため、職員の資質等を考慮して、研修に参加する

職員を選定する必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

86.1%

2 2

4 8

1,501

7,718 5,890

0

予算額

3 3 -

2人 2

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

12

8年度

3,709

地域計画・目標地図掲載人数

利用状況調査実施回数

5年度 6年度

2

11

千円 7,723

3,574

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 6 農林水産業費 項 1

部局名 農業委員会 課室名 農業委員会事務局

回 -

農業委員会等に関する法律第３３条により議事録の作成を義務付けられているため。

11 11

単位

農業委員会会議録作成業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

農業委員会業務

農業委員会費

事業名

2

農業委員会事務局

12

枝番号

事業の対象 市内農業者

事業の目的

活動概要

農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農業者の地位向上に寄与する

農地法に基づく権利移譲の許可、農地転用案件への意見具申や、農地等の利用の最適化の推進（担い手への農地集積・集約

化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の推進)に関する事務を執行する。

農業委員会等に関する法律

農業委員会交付金、農地利用最適化交付金

委託先

予算事業コード 1157001

12 12 12

人 11 11

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

34計画の推進について

回

11

13

農業費

農業委員会総会

農業委員会視察研修参加人数

目標像

0

0

5,069

4,453

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

821

一般財源

①農業委員会総会

　毎月25日前後に実施。

②農業委員会視察研修

　農業会議主催の羽生市の研修については毎年度実施されているが、内容に大きな違いが無く、農業委員改選時に参加すること

としていることから令和7年度は不参加とした。

　令和7年7月14日に横浜市の寺家ふるさと村への視察研修を実施　参加人数…農業委員11名

③地域計画

　新倉八丁目地内で10年後も農業を継続する予定の農業者が新規に現れず、協議の場を設定できなかったため、地域計画を変更

していない。

④利用状況調査

　令和7年8月実施　3件指導文書送付

　令和8年1月実施　3件指導文書送付

　文書指導後に当該農地所有者が農地の管理を行ったため、新たに遊休農地は発生しなかった。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

7,186 5,075

0 0人

3,190

0

1,360

-

5,854

千円 3,996

執行率

1,401



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・視察研修については、農業委員のほか、農業団体や農業後継者等も同行できるよう検討する。

・地域計画については、新倉八丁目地内において、10年後も農業を継続したい農業者が新規に現れれば、協議の場を設定

し、意向を把握しながら目標地図のブラッシュアップを図り、地域計画を変更する。

・利用状況調査については、引き続き遊休農地が発生しないよう効果的に実施する。

B

農業委員と事務局が連携して進めるべきである。

理由 農業委員会は民間が運営できるものではない。

公共性

理由 必要最低限のコストしかかけていない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 適宜、業務プロセスの見直しや改善を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

農業委員会業務は委員会単独で完結する事業がほとんどであり、連携や統合は困難である。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

和光市の農地面積は年々減少し、農家の高齢化による担い手不足が課題となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

62.5%

1 1

0

84 288

0

予算額

1 1 1

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

3

8年度

180

産業振興計画の進捗について協議会から答申を提出

5年度 6年度

千円 83

23

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 7 商工費 項 1

部局名 市民環境部 課室名 産業支援課

回 1

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

産業振興協議会運営

商工業振興費

事業名

産業育成支援担当

2

枝番号

事業の対象 市民、事業者、その他の団体等

事業の目的

活動概要

市民、事業者、その他の団体等及び市が連携し、産業振興に資する施策を協働して推進し、賑わいあるまちとして地域経済

の活性化及び地域社会の発展を図り、市民生活向上に寄与する。

和光市産業振興条例第７条に基づき、市の産業に関して必要な調査及び協議等を行うために設置される和光市産業振興協議

会の運営に関する業務を行う。

和光市産業振興条例

委託先

予算事業コード 1164000

2 2 2

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

35計画の推進について

回 2

商工費

会議開催回数

目標像

0

0

180

126

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

108

一般財源

【産業振興協議会の開催・運営】

年度内に産業振興協議会を2回開催し、第1回目産業振興協議会で令和6年度の産業振興計画の進捗について把握し、第2回産業振

興協議会で産業振興計画中間見直しにかかる市内事業者アンケートの分析を行った。計画の進捗等の諮問に対し、年度内に答申

を提出した。

①令和7年度第1回産業振興協議会

　開催日：令和7年7月2日（水）

　出席委員：6名（欠席委員4名）、傍聴：0名

　内容：令和7年5月に産業振興計画関係機関に対し、令和6年度の実績を照会し事務局でとりまとめて協議会に報告した。協議会

において、関係機関の実績を議論・評価を行った。

②令和7年度第2回産業振興協議会

　開催日：令和8年1月28日（水）

　出席委員：8名（欠席委員2名）、傍聴：0名

　内容：令和7年8月から9月に実施した事業者アンケートについて集計結果を報告し、分析を行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

23 23

0 0人

0

0

0

-

126

千円 23

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

令和８年度において、第二次産業振興計画の中間見直しを実施する。中間見直しにおいては、事業事例や施策の内容につ

いて、市内の社会情勢や関係機関の状況、事業者アンケートで見えた現状に応じてブラッシュアップを行う。

A

市が策定した産業振興計画に関する進捗把握・評価を実施するため。

理由 市が策定した産業振興計画に関する進捗把握・評価を実施するため。

公共性

理由 協議会委員への報酬やアンケートに係る消耗品費のみのコストがかかっており削減は困難。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 会議資料のデジタル化等において改善の余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

産業振興協議会の運営や計画見直しについては他の機関との連携や他事業との統合は困難。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

課題は特になし

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている





 

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

93.0%

－ －

0

0 80,000

0

予算額

－ 100 100

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

0

プレミアム付商品券換金率

5年度 6年度

250

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 7 商工費 項 1

部局名 市民環境部 課室名 産業支援課

％ －

和光市プレミアム付商品券の発行事業について、事業主体を和光市商工会と市で組織する和光市プレミアム付商品券実行委

員会とし、和光市商工会が商品券の申込受付、作成、販売、換金等業務の運営及び管理を行うため、協定書を締結した。

－ －

単位

和光市プレミアム付商品券事業

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

プレミアム付商品券交付

商工業振興費

事業名

産業育成支援担当

－

枝番号

事業の対象 市民、市内事業者

事業の目的

活動概要

食料品・エネルギー価格等の物価高騰の影響を受けている市民の消費下支えを通じた生活者支援及び地域経済活性化を目的

とする。

市内取扱店舗で使用可能な、プレミアム率55%の商品券（1冊15,500円分の商品券を10,000円で販売）を11,000冊発行し、市

内在住、在勤、在学の方を対象に抽選販売することで、生活者支援及び地域経済活性化を図る。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

委託先

予算事業コード 1165050

－ 11,000 11,000

店舗 － －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

計画の推進について

冊

238

－

商工費

プレミアム付商品券販売冊数

取扱店舗数

目標像

0

0

74,388

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

5,612

一般財源

市制施行55周年記念 プレミアム付商品券

実施主体：和光市プレミアム付商品券実行委員会（和光市商工会）

実施期間　令和7年7月2日～令和8年2月28日

発行額　170,500,000 円　換金額　170,019,000 円（換金率99.7％）

店舗規模別利用額（比率）　大規模小売店舗　68,751,000円（40.4％）／その他の店舗　101,268,000円（59.6％）

・発行冊数11,000冊に対し、4.16倍の応募があり、市内在住、在勤、在学者からの関心・需要の高さが伺えた。

・取扱店舗に対するアンケートでは、８割の取扱店が売上増加の効果があったと回答。また今後の商品券事業に対しても９割以

上が希望している。一部の利用実績がない店舗もみられたが、物価高で消費意欲が落ち込む中で、本事業の商店振興効果はそれ

なりにあったものと思われる。

・券種を中小企業で使用できる地域応援券と大規模小売店舗を含めた全ての取扱店舗で使用できる共通券の２種に分けたこと

で、プレミアム付商品券による経済効果が、大規模小売店舗に偏ることなく広く発揮された。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

74,388

-

0

千円 0

執行率

0



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

C

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

国からの物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した単年度事業であり、今後の実施は未定である。

A

物価高騰対策として市が事業を実施する必要がある。

理由 物価高騰対策として市が事業を実施する必要がある。

公共性

理由 プレミアム率の変更等でコスト削減の余地がある

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 交付金活用事業であり、今後の事業実施について未定。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

商工会との連携により業務効率化している。業務委託により効率化を図ることも考えられる。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

93.3%

70

0

6,113 6,346

0

予算額

71 72 70

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

8年度

5,921

教育長の会議等出席回数

（市または市教育委員会主催を除く）

5年度 6年度

千円 5,958

5,562

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 1

部局名 教育委員会 課室名 教育総務課

回 60

小中学校から排出される廃棄物（粗大ごみ等）について、法令に基づき適正な収集運搬及び処分を行うため専門業者に委託

する。また、庁内人員による対応が困難な業務を外部委託することで、行政事務の効率化を図る。

単位

文書等運搬業務委託料、小中学校廃棄物(粗大ごみ等)収集運搬等業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

教育委員会事務局運営

 事務局費

事業名

教育総務担当

30

枝番号

事業の対象 教育長

事業の目的

活動概要

庁内各課、他市のとの連絡調整、市内の各種団体との円滑な関係を構築することで、効率的な教育行政の運営を図る

教育長のスケジュール管理、関係各課・各種団体等との連絡調整、来客者等の対応、公用車の配車手続き等を行う

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

委託先

予算事業コード 1195001

30 28 30

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

36計画の推進について

日 31

教育総務費

公用車の配車日数

目標像

0

0

5,921

6,391

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

425

一般財源

適切なスケジュール管理や連絡調整により、教育長の公務が円滑に遂行された。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

1,403

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

1,300

5,028 5,562

0 0人

0

0

0

-

6,391

千円 5,028

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

土日祝関係なく公務があるため、教育長の休養等も十分に確保できるようなスケジュール管理を行っていく。また、配車

に関しては、引き続き、関係課と調整していき、配車の調整方法を検討していきたい。

A

市の職員でしか管理できないため。

理由 教育長でしか対応できない。

公共性

理由 負担金は決められた額であるため削減不可である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 配車の調整に時間がかかるため、関係課と調整し、よりよい方法を検討している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

なし

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

配車に関して、運転手の人数が限られており他の特別職の公務と重なり利用できない日もあるため、調整に時間がかかる

ことが多く業務負担となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

90.0%

100 100

0

18,904 18,994

1

予算額

100 100 100

5,405千円

1

7年度 7年度

委託理由

6,370

8年度

17,102

日本語指導が必要な児童生徒への対応率

5年度 6年度

千円 16,516

16,622

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

1

款 10 教育費 項 1

部局名 教育委員会 課室名 学校教育課

% 100

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 3

教育振興業務

教育振興費

事業名

指導担当・学務担当

6,200

枝番号

事業の対象 市内小中学校の児童生徒、担当職員

事業の目的

活動概要

市内小中学校の教育振興を充実させる

課内業務補助、いじめや部活動など、学校教育課が所管している附属の委員会運営、日本語指導員の派遣

学校教育に係る事務用品の購入や印刷物の作成等、各種団体や行事等への参加、授業目的公衆送信補償金制度への対応

教育基本法、学校教育法及び施行令、教育公務員特例法、和光学校管理規則

委託先

予算事業コード 1196001

6,202 6,152 6,200

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

37計画の推進について

人 6,226

教育総務費

授業目的公衆送信補償金対応人数

目標像

0

1

17,102

20,218

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,892

一般財源

その経費負担等が適切に行われたことにより、事業の実施や団体行事等への参加等が円滑に行われた。

会計年度職員

業務内容

⑴学籍事務及び学務担当/指導担当に係る事務に関する補助事務

⑵窓口・電話対応

⑶その他庶務、書類整理　等

会計年度職員数（パートタイム） 人

8,785

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

8,260

13,367 16,622

1 1人

0

4,049

0

-

20,218

千円 13,367

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、課内事務を適正に行い、いじめや部活動地域展開など、学校教育課が所管している附属の委員会運営、日本語

指導員の派遣を行っていく。

A

民間等が実施できる事業ではないため

理由 委託する事業規模のものがないため

公共性

理由 負担金や会費、最低限の消耗品費、謝礼を計上しているため、コスト削減の余地はない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 効率的な事務を行っている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

連携・統合できる事業がない

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

課題は特にない。学校が教育活動を行えるよう適切に事務を行い、施策へ貢献している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

72.5%

5 －

3,456

12,693 14,103

0

予算額

1 1 －

7,918千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

7,703

教職員の時間外在校時間月45時間超えの割合(11月)

5年度 6年度

千円 12,223

5,617

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

9

款 10 教育費 項 2

部局名 教育委員会 課室名 学校教育課

％ 7

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 2

教育振興業務（小学校）

教育振興費

事業名

指導担当・学務担当

100

枝番号

事業の対象 市内小学校の児童、市内小学校に勤務する教職員

事業の目的

活動概要

スクール・サポートスタッフや臨時的任用職員等を配置し、教職員等の補助を行うことで、教職員の業務負担軽減を図り、

市内小学校の学校教育の充実を図る。

スクールサポートスタッフ等を配置し、市内小学校に勤務する教職員の補助や学校管理の補助を行う。

教育基本法、学校教育法、地教行法、教育公務員特例法

スクール・サポート・スタッフ配置事業費補助金

委託先

予算事業コード 1204001

100 100 100

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

38計画の推進について

％ 100

小学校費

スクールサポートスタッフ配置率

目標像

0

18

10,218

9,538

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,885

一般財源

各校にスクールサポートスタッフを配置していることにより、教職員の時間外在校時間数は減少傾向にある。

会計年度職員

業務内容

・授業準備、片づけ、採点業務、教材作成等の補助、清掃、電話対応等（スクールサポートスタッフ）

・県費負担教職員の職務に関すること等（臨時的任用教員）

会計年度職員数（パートタイム） 人

13,535

15 15

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

9,151

7,527 9,073

0 0人

3,339

6,393

2,515

-

14,794

千円 4,188

執行率

5,256



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

教育現場では人員拡充が求められているものの、現実的には増員が難しい状況であるため、現行体制を維持する方針とし

ている。

A

教職員の業務負担軽減を図り、市内小学校の学校教育の充実を図る上で適切である。

理由 民間では教育活動に必要な専門性・継続性・公平性を民間のみで安定的に確保することが難しい。

公共性

理由 質を損なわずに削減できる可変的な部分ほとんどない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 関係機関との連携強化など、改善の可能性がある部分を継続的に探求している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

教育現場の業務改善を進めるうえで欠かすことのできない重要な事業である。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

教育現場において、更に人員の拡充が求められている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

68.5%

13 －

1,152

4,366 4,830

0

予算額

34 13 －

2,791千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

2,470

教職員の時間外在校時間月45時間超えの割合(11月)

5年度 6年度

千円 4,188

1,794

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

6

款 10 教育費 項 3

部局名 教育委員会 課室名 学校教育課

％ 33

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 3

教育振興業務（中学校）

教育振興費

事業名

指導担当・学務担当

100

枝番号

事業の対象 市内中学校の生徒、市内中学校に勤務する教職員

事業の目的

活動概要

スクール・サポートスタッフや臨時的任用職員等を配置し、教職員等の補助を行うことで、教職員の業務負担軽減を図り、

市内中学校の学校教育の充実を図る。

スクールサポートスタッフ等を配置し、市内中学校に勤務する教職員の補助や学校管理の補助を行う。

教育基本法、学校教育法、地教行法、教育公務員特例法

スクール・サポート・スタッフ配置事業費補助金

委託先

予算事業コード 1210001

100 100 100

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

39計画の推進について

％ 100

中学校費

スクールサポートスタッフ配置率

目標像

0

7

3,308

3,328

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,522

一般財源

各校にスクールサポートスタッフを配置していることにより、教職員の時間外在校時間数は減少傾向にある。

会計年度職員

業務内容

・授業準備、片づけ、採点業務、教材作成等の補助、清掃、電話対応等（スクールサポートスタッフ）

・県費負担教職員の職務に関すること等（臨時的任用教員）

会計年度職員数（パートタイム） 人

4,835

5 6

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

3,297

3,457 2,946

0 0人

1,113

3,070

838

-

5,080

千円 2,344

執行率

1,752



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

教職員の働き方改革が行われている最中であり、スクールサポートスタッフが教職員の業務補助や学校管理に関する

補助を行うことで、教職員の時間外勤務時間の削減につながっていることから、今後もスクールサポートスタッフ等を配

置する。

A

国からの補助金を受け、市が任用する形になっているため

理由 国の補助金が受けられなくなるため

公共性

理由 必要な経費のみ計上しているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 毎年、業務の内容を修正している

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

現状、別の連携先がないため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

適任な方を任用する必要がある

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

79.8%

16,000 20,000

0

137,094 19,374

0

予算額

136,117 14,659 15,500

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

16,000

8年度

0

寄附金額

5年度 6年度

千円 14,729

136,160

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 12 諸支出金 項 1

部局名 企画部 課室名 秘書広報課

千円 14,280

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 4

まちづくり基金積立

寄附事業基金費

事業名

シティプロモーション担当

17,000

枝番号

事業の対象 日本国内に住所を持つすべての方（個人、団体）

事業の目的

活動概要

収受した寄附を募り、適正に管理し、寄附者の意向を政策に反映させ、寄附を通じた多様な人々の参加による活力あるまち

づくりを実現することを目的とする。

個人や団体から申し込みのあった寄附金を基金に積み立て、条例で規定する１３事業に要する費用に充てるまで、適正に管

理し、運用する。

和光市まちづくり寄附条例

委託先

予算事業コード 1246004

136,160 15,463 15,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

41計画の推進について

千円 14,290

基金費

基金積立額

目標像

0

0

15,463

30,314

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,911

一般財源

●寄附の事業内訳（R7.4～R8.3）　　　　　　　　　　　　　　　　●令和７年度中に寄附金を活用し行った事業

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

14,290 136,160

0 0人

0

0

15,463

-

30,314

千円 14,290

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き寄附者の思いに応える寄附金の運用に取り組む。

A

事業の主体は市であるため。

理由 市に対する寄附の運用のため。

公共性

理由 最小限の費用で運用している。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 寄附申請手続きを紙・電子媒体双方で提供しており改善の余地はない。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市に対する寄附の運用であるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

寄附を活用した取組みを寄附者に伝え、引き続き寄附者が市を応援したくなるような広報が不足。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

86.1%

4,124 3,992

3,500 3,500

24,753

25,986 24,855

0

予算額

3,682 3,916 3,500

4,000件 4,308

6,569千円

0

7年度 7年度

委託理由

700

8年度

89

国民健康保険加入件数

国民健康保険脱退件数

5年度 6年度

4,000

千円 19,459

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

6

款 1 総務費 項 1

部局名 健康部 課室名 保険年金課

件 3,839

国民健康保険の適正な資格・給付事務の運営を行うため、審査支払業務や様々な業務を広域的に実施することで、高い専門

性・効率性を実現することができるため。また、制度改正に伴い、既存システムの改修が必要なため。

単位

国保事務共同電算委託、第三者行為損害賠償請求事務、国保ラインシステム保守業務、国保集約システム手数料、高額療養費制度の基準見

直しに係るシステム改修業務委託等

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

一般管理業務

一般管理費

事業名

4,000

国民健康保険担当

700

枝番号

事業の対象 国民健康保険被保険者

事業の目的

活動概要

国民健康保険の適正な資格・給付事務の運営を行うため。

国民健康保険に係る給付事務を適正に行うことや国民健康保険の資格確認書等の更新案内、国民健康保険の資格の適正化に

係る通知等の発送を行う。

国民健康保険法

埼玉県国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金のうち県繰入金及び特別調整交付金）

委託先

予算事業コード 2001001

198 239 700

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

42計画の推進について

件 136

総務管理費

国民健康保険資格の適用適正化調査

目標像

0

7

21,399

140

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

3,456

一般財源

二重加入世帯、無保険世帯、居所不明世帯、擬制世帯について計７回の調査を実施し、国民健康保険の資格の得喪に関する届出

勧奨を行い資格の適正化を行った。このことで、必要のない保険給付や保険税の賦課を防ぐことができた。

会計年度職員

業務内容
高額療養費支給事務、レセプト内容突合事務、資格確認書等発送事務、その他国民健康保険事務全般。

会計年度職員数（パートタイム） 人

8,967

6 6

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

8,143

18,558 24,753

0 0人

18,558

5,420

21,310

-

27,884

千円 0

執行率

27,744



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、適用適正化調査を実施し、資格の得喪に関する届出勧奨を実施し、資格の適正化を図る。

A

国民健康保険の適正な運営に必要な事務のため

理由 高い専門性・効率性を実現するため、市では行うことが困難なものを委託により実施

公共性

理由 必要経費を計上しているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 一部委託を除き、必要な事務処理を行っているため

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

各保険者の状況に合わせた事務処理を行うため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

マイナ保険証を基本とする制度改正に伴い、国民健康保険の資格の得喪の届出の必要性について、改めて周知が必要。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

95.3%

23 24

1,444,448 2,153,687

5,423

6,271 17,011

0

予算額

1,491,715 1,522,688 1,335,437

33％ 25

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

9,140

8年度

0

現年度調定額

国保当初予算に占める現年度調定額の割合

5年度 6年度

21

千円 4,321

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 1 総務費 項 2

部局名 健康部 課室名 保険年金課

千円 1,557,487

制度改正に伴う既存システムの改修が必要なため。

単位

子ども・子育て支援金制度の導入に伴うシステム改修業務

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

賦課業務

賦課徴収費

事業名

22

国民健康保険担当

8,430

枝番号

事業の対象 国民健康保険被保険者

事業の目的

活動概要

国民健康保険財政を健全に維持する。

国民健康保険被保険者の所得・加入者数等を把握し、国民健康保険税の賦課決定を行い納税義務者（世帯主）に納税通知書

を発送する。

地方税法、和光市国民健康保険税条例

子ども・子育て支援事業費補助金

委託先

予算事業コード 2003001

9,525 9,327 9,353

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

43計画の推進について

件 9,621

徴収費

当初納税通知書送付件数

目標像

0

0

16,205

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

806

一般財源

医療の高度化や高齢化に伴い一人あたり医療費が増加しており国民健康保険の財政運営は厳しいものとなっている。また度重な

る改正の影響から制度が複雑化しており、被保険者に丁寧な説明を行いながら理解を求め納税の意識を高めていくことが重要で

ある。

和光市国民健康保険ヘルスプランに基づき、段階的に保険税率の改正を行い、給付に見合う財源確保のため、低所得者へ配慮を

行いながら、適正かつ公正な賦課業務を行うことができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

3,425 5,423

0 0人

3,425

0

16,205

-

2,229

千円 0

執行率

2,229



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

令和８年度中に令和９年度からの３年間の和光市国民健康保険ヘルスプランの策定について運営協議会において審議を行

い、国保財政の安定的な運営を図る。

A

自治事務（義務的）によるため

理由 自治事務（義務的）によるため

公共性

理由 必要経費を計上しているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市民への納税通知等の送付にかかる費用のため

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

自治事務（義務的）によるため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

第３期埼玉県国民健康保険運営方針に基づき、保険税水準の統一に向けて標準保険税率に近づけていく必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

16,119 17,563

0 0人

16,119

4,565

19,415

-

20,665

千円 0

執行率

20,532

2 2

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

7,599

2

19,415

133

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,270

一般財源

自主財源確保と公平・公正な税徴収を堅持するために、多様な支払チャネルを提供(モバイル決済、共通納税など)することで、

納税に対する利便性を確保した。また、電子照会の導入・活用により事務の効率化を図った。未納者へは納税サポートセンター

を活用した電話催告、催告書送付及び納税相談を行い、納税意識を向上させることにより年度内完結を図り、滞納者に対しては

適切な差押や捜索実施などの滞納処分や納税の緩和措置を行うことにより、滞納発生及び滞納累積が抑制され、収納率を高い水

準で維持できている。

会計年度職員

業務内容

・納税に関する補助事務

・窓口・電話対応

・その他庶務、書類整理　等

会計年度職員数（パートタイム） 人

8,214

予算事業コード 2003002

13,952 14,814 14,000

件 588 578

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の推進について

-

件

513

5,806

徴収費

キャッシュレス決済等の納税件数(現年+滞繰)

差押件数(市税含む)

目標像

- 枝番号

事業の対象 国民健康保険税の納税義務者

事業の目的

活動概要

安定した税収が確保されている

・納期内納付の推奨、現年度未納分の早期処分を図る。

・速やかな財産調査により、滞納処分を実施し、事案解決を促進する。

・国民健康保険税の収納管理を適切に行い、過誤納金の還付・充当処理を行う。

国民健康保険法、地方税法、国税徴収法

なし

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

徴収業務

賦課徴収費

事業名

84.41

徴収担当・納税管理担当

15,800

委託業務名

2

款 1 総務費 項 2

部局名 総務部 課室名 収納課

千円 351,367

多様な支払チャネルを提供(モバイル決済、共通納税など)することによる収納率の向上を図ることを目的としている。

また、サポートセンターについては、慢性化・累積化する滞納防止のため、債権回収業務に精通した民間業者に委託し、電

話催告等による収納率の向上を図ることを目的としている。

500 500

単位

電算処理業務/コンビニ収納代行業務/クラウド口座振替取りまとめサービス業務/和光市納税サポートセンター運営業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

15,000

8年度

0

当該年度決算時滞納繰越額

国民健康保険税収納率(現年+滞繰)

5年度 6年度

83.00

500

千円 17,073

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

300,878 292,257 290,000

88.41％ 80.07

5,648千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

93.9%

81.91 83.41

290,000 282,000

17,563

18,913 20,685

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

安定した税収確保のために、適切な人員配置が不可欠である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

多様な支払チャネルの提供や納税サポートセンター、徴収事務員を活用し、職員が滞納整理に集中できる体制となってお

り、収納率を高い水準で維持できている。

今後もこの水準を維持していくとともに、業務フローの見直しや更なるICT等の活用により、事務の効率化を図り滞納整理

を進めていく。

A

自治事務として義務的に行うものであるため市が行うことが最適である

理由 業務の一部は営利法人等（民間）でも扱えるが、すべての業務を行政なしに賄うことはできない

公共性

理由 常に最小のコストで最大の効果を出せるように事業を実施しているため、これ以上削減の余地はない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 他自治体の取組などを参考に、日々改善できるところは改善しながら進めている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

庁舎内で同様の業務を扱う部署が複数あるため、集約するなり効率化を図るための検討の余地はあると考える

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

87.5%

87 88

80 80

0

4,250 4,000

0

予算額

58 70 80

100％ 80

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

80

8年度

3,500

支給件数

支給割合

5年度 6年度

100

千円 4,250

2,900

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 5

部局名 健康部 課室名 保険年金課

件 52

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

葬祭費支給

 葬祭費

事業名

100

国民健康保険担当

80

枝番号

事業の対象 国民健康保険被保険者

事業の目的

活動概要

和光市国民健康保険に加入されている方が亡くなられた場合、葬祭をされた方(喪主等）に対して給付を行う。

和光市国民健康保険に加入されている方が亡くなられた場合、葬祭をされた方(喪主等）に対して５万円を支給する。

国民健康保険法、和光市国民健康保険条例

委託先

予算事業コード 2016001

67 80 80

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

45計画の推進について

件 65

葬祭諸費

死亡による国保喪失件数

目標像

0

0

3,500

4,000

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

500

一般財源

国民健康保険の被保険者が亡くなった場合に支給するもので、国保加入時や死亡届出受理の際に医療給付の他、葬祭費の支給が

あることの周知を行い申請受理・支給を行うことができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

2,600 2,900

0 0人

0

0

0

-

4,000

千円 2,600

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、対象者へ適切に給付できるよう案内を行う。

A

自治事務（義務的）によるため

理由 自治事務（義務的）によるため

公共性

理由 事務処理標準化により現状よりコスト削減はない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事務処理標準化により改善の余地はない

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

自治事務（義務的）によるため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

事業内容の周知が不足している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

12,458 12,610

0 0人

12,458

0

8,819

-

18,541

千円 0

執行率

18,541

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

8,819

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,482

一般財源

予算（前年比）の執行額を増加することなく、遂行することができた。

※令和5年度10月から介護保険料担当（健康保険医療課）が移動したため、それ以前の予算額（一般管理費）は合算して記載して

いる。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8001001

######### 8,819,434 #########

か所 6 6

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

46計画の推進について

円

6

#########

総務管理費

予算の執行額

システムライセンス契約か所

目標像

0 枝番号

事業の対象 おもに６５歳以上の高齢者

事業の目的

活動概要

介護保険事業運営に要する事務

事務に係る消耗品や通信費の管理、及びシステムに係る消耗品や通信費、保守やライセンス使用料の管理

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

一般管理業務

一般管理費

事業名

介護保険担当

#########

委託業務名

0

款 1 総務費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 1

市内５ヶ所に設置された地域包括支援センターにおける、介護予防サービス及び総合事業の給付管理（国保連合会に対する

介護給付費の請求事務等の業務）を円滑にするために導入している地域包括支援センター給付管理システムの使用に関し、

必要とされるシステムの運用支援及び保守業務を委託している。

6 6

単位

介護予防ケアマネジメントシステム保守業務委託、地域包括支援センター給付管理システム保守業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

#########

8年度

0

予算執行額の増減率

5年度 6年度

6

千円 12,844

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

1 1 1

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

85.6%

1 1

12,610

12,848 10,301

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

介護保険システムについて国にて標準化を行ったことに伴い、封筒の仕様を変更する必要があるため、消耗品費の支出の

増加が見込まれる。また、支援システムの更新時期であるため、委託料の値上げが予定されている。業務の適合性、費用

対効果を精査し、事業を推進する必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

持続可能な介護保険制度を維持するため、予算規模を維持しつつ、予算及び事務の効率化を目指す。

A

市民の介護サービス利用を支えるため、市が主体となって実施するもの。

理由 市民の介護サービス利用を支えるため、市が主体となって実施するもの。

公共性

理由 保守会社と協議を行う。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 作業効率向上のためマニュアルを作成するなど、改善の余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他市と情報共有を行い、効率化を図る。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

C

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

79.8%

33 34

99 100

4,522

4,874 6,101

0

予算額

99 99 99

30％ 30

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

200

8年度

0

介護保険料収納率（現年度分）

介護保険料収納率（滞納繰越分）

5年度 6年度

27

240

千円 4,951

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 1 総務費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 99

介護保険システム電算委託、コンビニ収納代行業務委託

240 240

単位

介護保険システム電算委託、コンビニ収納代行業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

13

目 1

賦課徴収業務

賦課徴収費

事業名

27

介護保険担当

200

枝番号

事業の対象 介護保険第１号被保険者

事業の目的

活動概要

介護保険制度を運営するための財源となる第１号保険料を徴収する。

介護保険法に基づく第１号保険料の賦課及び徴収事務

介護保険法、和光市介護保険条例、地方地自法、地方税法、国税徴収法

委託先

予算事業コード 8002001

212 176 200

件 224 251

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

計画の実現に向けて

47計画の推進について

件

205

267

賦課徴収費

催告発送件数

納税サポートセンター依頼件数

目標像

0

0

4,867

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,234

一般財源

※令和７年度の収納率はR8.6.1作成時点の数字です。

１　令和７年度当初賦課　決定通知発送件数　：　15,544件

　　（内訳）特別徴収　：　13,448件

　　　　　　　普通徴収（口座振替）　：　623件

　　　　　　　普通徴収（納付書）　：　1,473件

２　普通徴収（納付書）のうち、コンビニ・電子マネーでの納付率

　　Ｒ６年度　：　全　11,338件　　うちコンビニ・電子マネー：6,119件（54.0％）　金融機関等（代理納付　1,268件含む）：5,219件（46.0％）

　　Ｒ７年度　：　全　11,429件　　うちコンビニ・電子マネー：6,772件（59.2％）　金融機関等（代理納付　1,324件含む）：4,657件（40.7％）

　

３　令和７年度徴収移管　：　23名　2,377,945円　　収納実績：1,004,510円

４　令和７年度差押実績　：　14件　663,701円　※令和４年度より預貯金調査に電子照会を導入している。

５　納税サポートセンターによる収納実績　：　延べ94人　　998,880円

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

4,528 4,522

0 0人

4,528

0

4,867

-

5,935

千円 0

執行率

5,935
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

C

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

賦課徴収業務は介護保険料の運営に不可欠な基幹業務であり、制度の財源確保に直結するため、継続的かつ安定的な実施

が必要となる。そのため、システム化や事務改善を進めつつ、現行体制を維持することで、滞納額を最小限に抑え収納率

の向上を図るのが適当と考えられる。また、現在行われているコンビニ収納や電子マネー収納のほか、地方共通納税QR

コード導入作業を継続しつつ、今後も国の指針を元にICT等を活用することにより、被保険者の利便性及び業務の効率化を

進めていく。

A

住民の情報を把握している市役所が最も効率的かつ公平に賦課徴収を行えるため

理由 住民情報を把握している市役所が最も効率的かつ公平に賦課徴収を行えるため

公共性

理由 法令に従い一律に実施する業務であり、業務の簡略化の余地が小さいため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 住民情報とのデータ連携による入力・確認作業の削減、通知書の電子送達

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

徴収事務については徴収専門部署との連携候補を検討する余地がある

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

現行システムに対応した賦課徴収に関する事務の適切な運用方法が未確立である部分の最適化と、それに伴い発生し得る

業務知識の属人化を防ぐための組織体制の検討が課題。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている


